
図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

建築工事特記仕様書(10)＜構造関係(1)＞
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図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事
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図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

建築工事特記仕様書(12)＜構造関係(3)＞

301－



1.建物概要等

2.構造設計条件等 計算方法

外力等

備考

地震力

設計用一次固有周期

地震地域係数(Z)

(          )秒

Z= ・1.0　・0.9　・0.8　・0.7

地盤の種別 第(     )種地盤 Tc=(      )秒

標準せん断力係数

一次設計

二次設計

X方向 Y方向

風圧力(施行令

　　　 第87条)

風圧力(施行令

　  第82条の4)

地表面粗度区分 基準風速(V ) 速度圧(q)

・Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

・Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

地表面粗度区分
速度圧(q)

－
平均

(             )m/s

積雪荷重

区域 ・多雪区域 ・多雪区域以外

設計垂直積雪量 (            )cm

単位荷重 (            )N/m/cm
2

垂直積雪量の低減 ・低減する　　・低減しない

0

(             )m/s

基準風速(V )0

C =(             )

C =(             )

0

0

C =(             )

C =(             )

0

0

X方向 Y方向 備　考

 X方向、Y方向

 の適用する計

 算法に○を記

 載する

許容応力度等計算

保有水平耐力計算

限界耐力計算

特別な検証法(時刻歴応答解析による)

その他の計算法(官庁施設の総合耐震診断・改修基準による）                                

大臣認定(認定番号　　　　                  　　　　)

評価　・高層評価　・免震評価　・その他

 (評価番号　             　　　　                 )

指定性能評価機関名（　　　　　　　　　　　　　　）

許容応力度計算（令第82条各号＋令第82条の4）【ルート１】

【ルート２】

【ルート３】

34

34

30

20

2 0.6

建物概要

工事名称

工事場所

延べ面積 (　　　       　)m 2

階数 地上(      )階 地下(      )階

建築面積

塔屋(      )階

備考

階数に算入しない階

・無し　・有り（　　　　　）

高さ関係

(　　　       　)m 2

高さ (　     　)m

軒高 (　     　)m

工事種別
・新築 ・増築 ・改築 ・移転

・大規模の修繕 ・大規模の模様替

構造概要

構造種別 地上

備考

架構形式
 X方向

 Y方向

(                       　　　 )構造

(                       　　　 )構造

耐震構造

方式

・耐震構造 ・制振構造

・免震構造(免震層の位置 ・基礎下免震 ・中間階免震(      　）

基礎方式

・直接基礎(・独立　・連続　・べた　・　　　　）

・杭基礎(・場所打ちコンクリート杭　・既製コンクリート杭

 ・鋼管杭　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 適用箇所は

 図示による

(           )

地下

耐震安全性の分類 ・Ⅰ類(1.5)　　　・Ⅱ類(1.25)　・Ⅲ類(1.0)

（　　）階（　　      ）造

（　　）階（　　）造

（　　）階（　　）造

（　　）階（　　）造

ボートレース下関競技棟新築ほか実施設計業務　競技棟

山口県下関市

2　　　　　　　0　　　　　　　0

2 S +SRC +RC

(1)単位水量の測定は、150m に1回以上及び荷下し時に品質の異常が認められた時に実施する。

(2)単位水量の上限値は、標準仕様書6.3.2(2)(ⅲ)による。

(3)単位水量の管理目標値は次の通りとして、施工する。

3

(4)単位水量管理についての記録を書面(配合計画書、製造管理記録、打込み時の外気温、コンク

リート温度等)と写真により提出する。

(5)単位水量の測定方法は、高周波誘電加熱乾燥法(電子レンジ法)、エアメータ法又は静電容量

測定法による。また、試験機関は該当コンクリート製造所以外の機関とする。

4)3)の不合格生コンを確実に持ち帰ったことを確認する。

1)測定した単位水量が、配合計画書の設計値(以下、「設計値」という。)±15kg/m の範囲に

ある場合はそのまま打設する。

3

2)測定した単位水量が設計値±15を超え±20kg/m の範囲にある場合は、その運搬車の生コン3

は打設してよいが、水量変動の原因を調査し、生コン製造者に改善を指示する。その後、設

計値±15kg/m 以内に安定するまで、運搬車の３台毎に１回、単位水量の測定を行う。

3)測定した単位水量が設計値±20kg/m を超える場合は、その運搬車は打込まずに持ち帰らせ

るとともに、水量変動の原因を調査し、生コン製造者に改善を指示する。その後、単位水量

が設計値±20kg/m 以内になるまで全運搬車の測定を行い、更に設計値±15kg/m 以内に安定

するまで、運搬車の３台毎に１回、単位水量の測定を行う。

3

3

3

3

1.コンクリートの単位水量測定

コンクリー

ト打込み量

0～50ｍ3

表　供試体の採取例（普通ポルトランドセメントの場合）

供試体の組

調合管理強

試料を採取

する運搬車

-

1運搬車か

らの供試体

採取合計

(/台)

（注）1.試料を採取する運搬車は、適切な間隔をあける（50ｍ に一台程度）。ただし、150ｍ を超える

　　　2.「標仕」6.9.5(a)(1)を満足しないと想定される場合。

3 3

試験の

1

回数

間に1台

51～100ｍ3

間に1台

101～150ｍ 3

間に1台

150ｍ
3

0

～

1回の試験の

供試体の数（個/回）

度の管理試

験用（標準

養生）（個）

3

-

3

構造体コン

クリートの

圧縮強度推

定用（現場

3

1

1

1

水中養生：

材齢28日）

（個）

構造体コン

クリートの

圧縮強度推

定用（現場

封かん養生

：材齢28日

を超え91日

以内）

（個）(注)2

3

1

1

1

型枠取外し

時期決定用

圧縮強度推

（現場水中

養生）

（個）

3

1

1

1

12

6

3

3

　　　　量がわずかな場合には、150ｍ 前後の量でほぼ等量にするとよい。
3

151～190ｍ 3

-

2

間に1台

191～230ｍ 3

間に1台

231～270ｍ 3

間に1台

270ｍ
3

～

1回の試験の

供試体の数（個/回）

3

-

3 3

1

1

1

3

1

1

1

3

1

1

1

12

6

3

3

151ｍ
3

(注)1

溶接金網

鉄筋格子

形状・寸法・径

WFP

BFSD295A

種類 記号

防水層の保護コンクリート

使用部位

6φ-100×100

・ ・

・ ・

・ ・

　1日の普通コンクリートの打込み量に応じて下表を参考に供試体を採取する事。

純ラーメン

純ラーメン

再現期間100年

再現期間100年

申請書による

申請書による

申請書による

申請書による

日本ERI株式会社

0.2 0.2

1.0 1.0

※　競技棟：ルート３　艇庫棟：ルート１

工事名称

工事場所

延べ面積 (　　　       　)m 2

階数 地上(      )階 地下(      )階

建築面積

塔屋(      )階

備考

階数に算入しない階

・無し　・有り（　　　　　）

高さ関係

(　　　       　)m 2

高さ (　     　)m

軒高 (　     　)m

工事種別
・新築 ・増築 ・改築 ・移転

・大規模の修繕 ・大規模の模様替

構造概要

構造種別 地上

備考

架構形式
 X方向

 Y方向

(                       　　　 )構造

(                       　　　 )構造

耐震構造

方式

・耐震構造 ・制振構造

・免震構造(免震層の位置 ・基礎下免震 ・中間階免震(      　）

基礎方式

・直接基礎(・独立　・連続　・べた　・　　　　）

・杭基礎(・場所打ちコンクリート杭　・既製コンクリート杭

 ・鋼管杭　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 適用箇所は

 図示による

(           )

地下

耐震安全性の分類 ・Ⅰ類(1.5)　　　・Ⅱ類(1.25)　・Ⅲ類(1.0)

（　　）階（　　   ）造

（　　）階（　　）造

（　　）階（　　）造

（　　）階（　　）造

1　　　　　　　0　　　　　　　0

1 RC

耐力壁付ラーメン

耐力壁付ラーメン

申請書による

申請書による

申請書による

申請書による

工事名称

工事場所

延べ面積 (　　　       　)m 2

階数 地上(      )階 地下(      )階

建築面積

塔屋(      )階

備考

階数に算入しない階

・無し　・有り（　　　　　）

高さ関係

(　　　       　)m 2

高さ (　     　)m

軒高 (　     　)m

工事種別
・新築 ・増築 ・改築 ・移転

・大規模の修繕 ・大規模の模様替

構造概要

構造種別 地上

備考

架構形式
 X方向

 Y方向

(                       　　　 )構造

(                       　　　 )構造

耐震構造

方式

・耐震構造 ・制振構造

・免震構造(免震層の位置 ・基礎下免震 ・中間階免震(      　）

基礎方式

・直接基礎(・独立　・連続　・べた　・　　　　）

・杭基礎(・場所打ちコンクリート杭　・既製コンクリート杭

 ・鋼管杭　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 適用箇所は

 図示による

(           )

地下

耐震安全性の分類 ・Ⅰ類(1.5)　　　・Ⅱ類(1.25)　・Ⅲ類(1.0)

（　　）階（　　   ）造

（　　）階（　　）造

（　　）階（　　）造

（　　）階（　　）造

1　　　　　　　0　　　　　　　0

1 S

ブレース付ラーメン

ブレース付ラーメン

申請書による

申請書による

申請書による

申請書による

リース建屋ボートレース下関競技棟新築ほか実施設計業務　船庫棟

ボートレース下関競技棟新築ほか実施設計業務　燃料庫・給油庫・油庫

山口県下関市

山口県下関市

  　それ以外は4号建築であるためルート1相当の安全性確認を行う

図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

建築工事特記仕様書(13)
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図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

303－

鉄筋コンクリート造配筋規準図(1) 



図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

304－

鉄筋コンクリート造配筋規準図(2)



図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

305－

鉄筋コンクリート造配筋規準図(3)



図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

306－

鉄骨鉄筋コンクリート造規準図



図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

307－

鉄骨規準図



図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

308－

溶接規準図(1)



図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

309－

溶接規準図(2)



図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

310－

配筋規準図（補足RC1）



図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

311－

配筋規準図（補足RC2）



Ｈ

L

260

t

図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

－

配筋規準図（補足Ｓ1）
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図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

－

梁貫通孔補強要領基準図
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FG1基礎断面詳細図 S＝1/100

【ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ】
　 M16　L=400
　 SNR490B　転造ﾈｼﾞ

【ｺﾝｸﾘｰﾄ】
 ・設計基準強度(基礎)：Fc=21N/mm

【鉄筋】
　 SD295(D16以下)

　 調合管理強度：Fc+mSn(構造体強度補正値)

【設計地耐力】(仮定値)
　 50kN/㎡(長期)　100kN/㎡(短期)　

　 定着板付き(ﾀﾞﾌﾞﾙﾅｯﾄ締め)

2

■使用材料等 ■A.BOLT詳細図　　S=1/20

32
0

70

40
0

10

天端ﾚﾍﾞﾗｰ処理 t=10 

A.BOLT M16
定着板(丸型)48φ t=10付き 材質:SS400

L=
24
0以

上

基礎天端

定着板天端

(ﾓﾙﾀﾙ系ｾﾙﾌﾚﾍﾞﾘﾝｸﾞ)

定着版ナットにて固定

通芯50

 ・設計基準強度(土間・ポーチ)：Fc=21N/mm
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ｺﾝｸﾘｰﾄt=120 金ｺﾞﾃ押え

ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ6φx150x150

再生砕石 t=100

土間ｺﾝｸﾘｰﾄ金ｺﾞﾃ押え t=120
ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ6φ-150x150
防湿ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ t=0.15
再生砕石 t=100

2

図面名

工事名

縮　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

図示

仮設倉庫棟　基礎伏図・基礎断面詳細図

314
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は壁ブレース(M12)の位置を示す※　　　　　　　　　
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【ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ】
　 M16　L=400
　 SNR490B　転造ﾈｼﾞ

【ｺﾝｸﾘｰﾄ】
 ・設計基準強度(基礎)：Fc=21N/mm

【鉄筋】
　 SD295(D16以下)

　 調合管理強度：Fc+mSn(構造体強度補正値)

【設計地耐力】(仮定値)
　 50kN/㎡(長期)　100kN/㎡(短期)　

　 定着板付き(ﾀﾞﾌﾞﾙﾅｯﾄ締め)

2

 ・設計基準強度(ポーチ)：Fc=21N/mm2
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詳細図：S=1/300

※工事内容

倉庫・掃海詰所先行解体に伴い、燃料配管を撤去・更新する。

Ｕ字溝を撤去・更新する。

アスファルトカッターおよび復旧を見込むこと。

危険物の変更届、完成届を消防に届出を行うこと。

全体配置図：S=1/800

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事
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I　工　事　概　要

一般事項

II　特　記　仕　様

種目 項　　　目 特 記 事 項

2.電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、電気設備工事及び建築工事はそれぞれの工事仕様書を適用する。

3.特記仕様の適用方法

空気調和設備

暖房設備

換気設備

排煙設備

自動制御設備

衛生器具設備

給水設備

排水設備

給湯設備

消火設備

ガス設備

浄化槽設備

工 事 種 目

消防法施行令

別表第一の区分

延面積 

(ｍ 2)
階数構　造建　物　名No. 備　　考

建　物　No.
工 事 種 目

建　物　No.

　1 ，工事場所

　3 ， 工　事　種　目

　2 ，建物概要

 （1） 項目は番号に　 印の付いたものを適用する。

 （2） 特記事項は・印の付いたものを適用する。・印は適用しない。

   　　・印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　・印と※印の付いた場合は共に適用する。 　　重要機器　　　・ 防災機器　 　 ・ 火気を使用する機器　　 ・ タンク類 　　・ 　　　　

　　建物の種別　　・ 特定の施設　　・ 一般の施設

イ）機器、配管、ﾀﾞｸﾄなどの耐震措置のため、必要な計算書を監督職員に提出する。

ハ）この工事から発生する建設廃棄物の処理施設は｢廃棄物処理法により許可を受けた施設｣とする。

　　　特別管理産業廃棄物　※ 無し　 ・ 有り（品名：　　　　　、処理の方法：　　　　　　）

　　　引渡しを要するもの　※ 無し　 ・ 有り（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ロ）この工事により発生する建設廃棄物（特定建設廃棄物を含む。）を処理する場合、建設リサイク

　　　②　建設リサイクル法第１３条及び省令第４条に基づく書面の提出

　　　①　説明書により説明（建設リサイクル法第１２条)

　　いう。）の対象建設工事となった場合は、建設リサイクル法の定めるところにより契約前に

イ）この工事が「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律｣（以下「建設リサイクル法」と

　　　測定方法等については、監督職員の指示を受けること。

　　　測定は、計量証明事業者（濃度・大気）の登録を受けているものが行うこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　 　　　　　　　　　　　　合は、ﾊﾟﾗｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝを加えた6物質を測定

　　　　 測定対象化学物質　 ：　※ ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、ﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ｽﾁﾚﾝ、用途が学校の場

　　　　 学校施設以外の場合 ：　※ ﾊﾟｯｼﾌﾞ型採取機器

　　 　　学校施設の場合 　　：　※ 厚生労働省の標準測定法

　　※ 引き渡し前濃度測定

　　　　 測定対象化学物質　 ：　※ ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ　※ ﾄﾙｴﾝ　※ ｷｼﾚﾝ　　・ その他(　　　　　　)

　　※ 着工前濃度測定及び予備濃度測定

　ロ）測定種方法及び測定対象化学物質

　　・ 　　　　　　　　 　（　　箇所）　　・　　　              　（　　箇所）

　　・ 　　　　　　　　 　（　　箇所）　　・　　　              　（　　箇所）

　イ）測定対象室及び測定対象箇所数

認し、監督職員に測定結果を提出する。　（提出部数　　　部）

測定対象室の揮発性有機化合物の室内濃度を測定し、厚生労働省が定める指針値以下であることを確

　　※ 排出ガス対策型　　※ 低騒音型

　ニ）建設機械

　　・ 排水･通気用再生硬質ポリ塩化ビニル管

　ハ）配管材

　ロ）衛生器具等

　　・ ヒートポンプエアコン　　・空調用送風機　　・空調用ポンプ

　イ）空調用機器

下記品目については、山口県グリーン購入の推進方針に基づき、グリーン購入適合品を採用する。

　使用する。ただし、該当する材料がない場合は、第三種のものを使用する。

　散が極めて少ないものとは放散量が第三種(F☆☆☆)のものをいい､原則として規制対象外のものを

　なお、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散させないものとは放散量が規制対象外(JIS､JASのF☆☆☆☆)のものを、放

　　　ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散させないか、放散が極めて少ないものとする。

　ホ）イ）、ハ）及びニ）の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台その他の什器等は、

　ニ）塗料はﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾄﾙｴﾝ､ｷｼﾚﾝ､ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝを放散させないか、放散が極めて少ないものとする。

　　　する。

　　　ｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、ﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝを放散させないか、放散が極めて少ないものと

　ハ）接着剤はﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ﾌﾞﾁﾙ及びﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙを含有しない難揮発性の可塑剤を使用し、ﾎﾙﾑ

　　　する。

　ロ）保温材、緩衝材、断熱材はﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ及びｽﾁﾚﾝを放散させないか、放散が極めて少ないものと

　　　建材、ﾕﾘｱ樹脂板、仕上塗材及び壁紙は、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散させないか、放散が極めて少ない

　イ）合板、木質系ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ、構造用ﾊﾟﾈﾙ、集成材、単板積層材、MDF、ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ、その他の木質

からホ）を満たすものとする。

本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すと共に、次のイ）

　　のとする。

ハ）形状・寸法等が設計図と異なる場合は、他に支障を生じない限り監督職員と協議の上処理するも

　　のものとする｡ただし､これらと同等のものとする場合は､監督職員の承諾を受ける｡

　　また､製造業者等が定められている機材については､製造業者指定名簿によるほか､これらと同等

イ）本工事に使用する設備機材等は､設計図書の規定するもの又は､これらと同等のものとする｡機材

化学物質を放散させ

る建築材料等

環境への配慮

機材の承諾

化学物質の濃度測定

建設廃棄物

耐震措置

 1.

 2.

 3.

 4.

 5.

 6.

 7.

 8. 技能士の適用

（１級または２級）

・ 空気調和（・ 単一ダクト方式　・ 各階ユニット方式　・ パッケージ方式　　

 　　　　　　・ ファンコイルユニット　　・ ファンコイル、ダクト併用方式　　　　　）

・ 直接暖房（・ 温水　　　・ 低圧蒸気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・ その他　（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

主要熱源機器

方式等

　4 ， 設　備　概　要

・ 鋳鉄製ボイラー　　・ 鋼製ボイラー　　　・ 温水発生機（・ 真空式　・ 無圧式）

・ 木質バイオマスボイラー（・ 真空式　・ 無圧式）　

地内

・ チリングユニット　・ 空気熱源ヒートポンプユニット　・ 遠心冷凍機　・ 吸収冷凍機　　

・ 吸収冷温水機　・ 吸収冷温水機ユニット　・ パッケージ形空気調和機　 　　

換気設備

排煙設備

自動制御設備

給水設備

方式

・ 機械換気（・ 第１種 　・ 第２種 　・ 第３種　）

・ 機械排煙（・ 有り 　・ 無し　）　適用法規（・ 建基法 　・ 消防法　）

・ 自動制御方式（・ 電気式　・ 電子式　・ デジタル式　・ 　　 　　　）

・ 市水　・ 井水

・ 自然流下　　　・ ポンプ排水（ ・　　　　　　　　　　　　　　）

・ 公共下水道（・分流　　・合流）　　・　浄化槽　　　・ 建築雨水桝放 流 先

給湯設備

消火設備

ガス設備

浄化槽設備

・ 局所式　　　・ 中央式（・ 重力式　 　　・ 強制循環式）

・ 熱源機器　（・ 瞬間湯沸器　　・ 鋼製ボイラー　　 　　  　　　　　　　　　　　）

・ 熱源　（・ 電気　・ 都市ガス　・ 液化石油ガス　・ 灯油　・ Ａ重油　）

・                 　         　・ 

・ 小規模合併処理

・ 合併処理 

・ 屋内消火栓　・ 屋外消火栓　　・ 連結送水　　　 　・ スプリンクラー

・ 都市ガス（種別：　　　、　　MJ/m 3 (N) ）       　 ・ 液化石油ガス

・消火器

1.図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書

　　　ものとする。

 9. 電気保安技術者 ・ 適用する（資格要件は標準仕様書による）　　・ 適用しない

仮設工事

監督職員と協議のこと。

 10.

 11. 指定仮設物

 12. 工事表示板 　※ 設置しない　　・ 設置する（下記による）

工事名　　　　　　　　工事

1,200

建築物名

延べ面積　　　　　　　　㎡

 工事概要

階数　地上　 階　地下　 階

用途　　　　　　　　　　　

7
5
0 ラワン合板 ｱ ５．５Ｔ－１

白ペンキ塗り（文字黒）

建築基準法による確認済

平成　年　月　日第　　　　号

山　口　県

工事現場管理者氏名

施工者

監理者

現場代理人
TEL

　　　　建設会社

協力お願いします。　　　　

へ連絡下さい。　　　　　

 お 願 い 

かけしますが、よろしくご　

　なお、お気づきの点は係　

　工事のため、ご迷惑をお　

員、または下記の監理者等　

9
0
0

1
,
6
5
0

TEL　083-933-3856

 13. 工事用電力,水,その他 本工事に必要な工事用電力、水などの費用は受注者の負担とする。

 14. 建設発生土

 16.

　・ 風量調整　・ 水量調整　・ 室内外空気の温湿度の測定　・ 室内気流及びじんあいの測定

 18.

 22. スリーブ 水密を要する箇所は除き、硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管（VU もしくは VP）又はﾎﾞｲﾄﾞ管を使用しても良い。

受注者事務所、作業員休憩所、工事用機材置場等の仮設物は、あらかじめ仮設工事計画書を作成して
ロ）(一社)公共建築協会が実施する｢建築材料･設備機材等品質性能評価事業｣により所要の品質・性

　　能を有することの評価を受けた機材等を使用する場合は､評価書の写しを以て標準仕様書による

　　品質及び性能を有する証明となる資料の提出を省略することが出来る。

原則として、国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修の機械設備工事機材承諾図様式集(令

工期　令和　年　月　日～　

令和　年　月　日　　

総合試運転調整

・測定表

下記項目の総合試運転調整を行い測定表を監督職員に提出する。（2部）

　　　　　　　　　　　　　　　　（ ・ 印のついたものを適用する。）

　　・ 吸収冷温水機　　・氷蓄熱式空調機器　　・ＧＨＰ式空気調和機

※現在一者のため、指定しない

※大便器はⅡ型が基本。　　・ 暖房便座及び温水洗浄便座　　・ガス湯沸器（業務用を除く）

　　・ 自動水栓 ・自動洗浄装置及びその組み込み小便器 ・大便器(高座面形及び和風便器を除く)

和４年版)による｡

　　を監督職員へ行なわなければならない。

・ 配管（建築配管作業　　級）　・ 熱絶縁施工（　　級）　・ 塗装（建築塗装作業　　級）

・ 冷凍空気調和機器施工（　　級）　　・ 建築板金（　　級）　　・ 厨房（厨房設備施工　　級）

 15. 施工図等 総合図の作成　　　　・ 要　　・ 不要

ロ）設備機器の固定は｢官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説｣(令和３年版､国土交通省大

　　総合研究所・独立行政法人建築研究所監修）による。

　　臣官房官庁営繕部監修)及び「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」(国土交通省国土技術政策

・ 水道直結方式　　・ 高置水槽方式　　・ 受水槽加圧ﾎﾟﾝﾌﾟ方式　　・ 水道直結増圧方式

 19.

 20.

 17. 説明板等 監督職員と協議の上、設備機器類及び一連の装置などの取扱い要領を記載した説明板及び説明書を作

成する。説明板は、指示する箇所に取付ける。

機器類は､図面特記する形状及び配管等の取出し位置により､特定製造者の製品を指示､限定しない。

電動機出力、燃料消費量等は、原則として表示された値以下とする。

機器類の能力、容量等は、原則として表示された値以上とする。機器能力等の表示

電気容量等の表示

図形表示

 21. 負担金

　(消費税込み)

・ 給水引込負担金（加入金及び納付金等を含む）（・ 本工事　※ 別途） 　　　　　　　　　円

・ ガス引込負担金　　 　　　　　　　　　　　 （・ 本工事　※ 別途）　　　 　　　　　　円

・ 下水道等接続負担金　　　　　　　　　　　　（・ 本工事　※ 別途） 　　　　　　　　　円

注)　申請及び検査等に係る諸経費は、受注者の負担とする。

 23. 支持金物・固定金具 ﾎﾟﾝﾌﾟ及び屋外設置機器のｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ､ﾅｯﾄはｽﾃﾝﾚｽ製 (SUS304) とし､屋外の配管､ﾀﾞｸﾄに使用する支持金

物等は､ｽﾃﾝﾚｽ製（SUS304）又は溶融亜鉛めっき仕上げ（HDZT49以上）とする。ﾋﾟｯﾄ内及び土間配管の

び固定金具を用いるか、ゴムシート又は合成樹脂の絶縁テープ等を介して取付ける。

抜取率　　　　　　※　標準仕様書による　　　　　　％  

　　　　　　　 　 ・ 有り（・ 放射線透過検査　・ 浸透探傷検査又は磁粉探傷検査 ）

非破壊検査の適用　※ 無し

・　ガス配管　　・ガス配管以外（ 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）溶接管の検査30

　　ｂ）舗装部分は　※ 鉄製　　　・ コンクリート製 　

　　ａ）合成樹脂製のリサイクル製品を使用する。

ロ）地中埋設標

埋設標示

ロ）配管には吊金具を取付け、土間コンクリートの配筋より吊る。

　　土で埋め戻す。

イ）管及び被覆樹脂をいためぬよう山砂の類(ダスト含む)にて周囲を埋め戻したのち、掘削土の良質

ハ）配管の周囲(100mm)は、山砂の類(ダスト含む)にて埋め戻す。

ロ）図面に埋設深さの記載のない配管は土被り600mm以上埋設する｡(ﾎﾟﾝﾌﾟ圧送以外の排水管は除く）

イ）給水･消火用配管にはバルブソケットは使用しない。

屋内土間配管

屋外地中配管

イ）標準仕様書によるほか、図示の箇所に地中埋設標を設ける。

配管の変位吸収措置 建物導入部等の配管の変位吸収は標準図の施工4、5とし、図面特記のない場合は標準図の施工5(c)

とする。 適用配管　（・　給水　　・　ガス　　・　油　　・　消火　　・　　　　)

補修など 工事の施工に伴い、既設部分を汚損した場合は既設にならい補修する。

はつり工事 既存のｺﾝｸﾘｰﾄ床、壁等の配管貫通部の穴明けは、原則としてﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｶｯﾀｰによる。

※ 構外指示の場所に処分 （　　　　残土処理場（　　　市　　　　））

・ 構外に搬出し適切に処理　　・ 構内敷きならし　　・ 構内指示の場所に堆積

　・ 騒音の測定（敷地境界）　・ 初期運転状態の記録 　・ 気密　

吊金具はｽﾃﾝﾚｽ製とする。なお、ｽﾃﾝﾚｽ製金具を、鋼管に取付けの場合は、合成樹脂を被覆した支持及

　・ 水質（・ 飲料水（13項目）　　・ 浄化槽の放流水（７条検査））

　改修工事標準仕様書（機械設備工事編）令和４年版」による。

　（機械設備工事編）令和４年版」、「公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）令和４年版」及び「公共建築

　・ 仮囲い　　　　・ 交通誘導警備員（　　人）　

　　　   簡易測定法（ ・ 検知紙法　  ※ 検知管法　  ・ 定電位電解法　  ・ 吸光光度法 ）

　　正に処理しなければならない。

　　ル法及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」という。）を遵守し適

 24.

 25.

 26.

 27.

 28.

 29.

・　　採用 ・　　不採用下関市 特記仕様



ロ）給湯管、温水管、冷温水管で、下記施工箇所は、次に示す保温の種別を適用し、保温材は、ポリ

　　スチレンフォーム保温材を硬質ウレタンフォーム保温材に読みかえる。

　　※ 屋外露出及び浴室､厨房などの多湿箇所 e 2･(ﾊ)･Ⅶ（給湯,温水）、　E 2･(ﾊ)･Ⅲ（冷温水）

31 保温  1. 設計用温湿度条件

ダクト

　　　　　　　　　・ コーナーボルト工法（適用範囲は標準仕様書による）

長方形ダクトは　　・ アングルフランジ工法 18.

冷水・温水・冷温水
膨張･空気抜･補給水

吹出口・吸込口

 2.

 3.

 17. 枠及びスリットの材質は　　・ 鋼板製　　※ アルミニウム製（・ 着色する　　・ 着色しない）

機器の冷房・暖房能力は定格能力による選定とし、図示能力以上の機器を選定する。

放熱器 放熱器弁及びレターンコック又はトラップを取付ける。 16.

弁　類

瞬間流量計及び

流量測定口

イ）形式はピトー管式（コック付）とする。　※着脱式　・固定式

　　・ ボイラー又は熱交換器の温水出口          ・ 瞬間流量計　　・ 測定用タッピング

　　・ 冷温水ヘッダーの各送り管　　　　　　　　・ 瞬間流量計　　・ 測定用タッピング

　　・ ユニット形空気調和機の冷温水入口　　　　・ 瞬間流量計　　・ 測定用タッピング

　　・  　　　 　　　　　　　　　　　　 　 　　・　　　　　 　　・　　

ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ

JIS 5 Kとする。ただし特記部分は、JIS 10 K とする。

ロ）カセット形の風量分配ダクトは、自己消火性のポリスチレンフォームでもよい。

　　を取付ける。

ロ）標準仕様書によるほか下記及び図示の箇所にも取付ける。

 11.

 12.

 15. イ）※ 流量調整弁　・ 定流量弁(・ ダイヤフラム式流量可変式　　・ カートリッジオリフィス形)

ｴｱｺﾝ用冷媒 10.

ドレン管・通気管 4. ・ 配管用炭素鋼鋼管（白管）　[JIS G 3452]　

・ 硬質ポリ塩化ビニル管(VP) [JIS K 6741] または

機器選定能力

・ カラー硬質ポリ塩化ビニル管(ｶﾗｰVP)（露出部分）　[JIS K 6741]

円形ダクトは　　　・ スパイラルダクト

　　長方形ダクトの場合

　　円形ダクトの場合

ダクトの長辺 亜鉛鉄板

０．６以上

０．８以上

１．０以上

１．２以上０．８以上

０．８以上

０．６以上

０．５以上

ステンレス鋼板

４５０以下

１８００を超えるもの

　円形ダクトの寸法 亜鉛鉄板

０．６以上

０．６以上

０．８以上

１．０以上

１．２以上

０．５以上

０．５以上

０．６以上

０．８以上

０．８以上

ステンレス鋼板

３００以下

　４５０を超え１２００以下

１２００を超え１８００以下

　３００を超え７５０以下　

　７５０を超え１０００以下

１０００を超え１２５０以下

１２５０を超えるもの

外気条件

(ＲＨ)(ＤＢ)(ＲＨ)(ＤＢ)(ＲＨ)(ＤＢ)

％

％

℃

℃

％

％

℃

℃％

％℃

℃

湿度温度湿度温度湿度温度

冬期

夏期

室内(調整目標値)

室名 室名

※ 配管用炭素鋼鋼管（白管）　[JIS G 3452]　　　・ 配管用ステンレス鋼鋼管　[JIS G 3459]

温度計 標準図によるほか図示した箇所及び下記の箇所に取付ける。

　・ ユニット形空気調和機廻りの還気ダクト、外気ダクト及び給気ダクト

 13.

　・

※　冷暖房能力はJIS B 8616による。（ただし、GHPはJIS B 8627による。）

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式

を含む）

(ﾏﾙﾁﾊﾟｯｹｰｼﾞ形及び

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空気調和機

※　屋内機、屋外機ともアース線をとる。

※　屋外機は防振パット敷きの上、ダブルナットにて固定する。

※　高さが1000H以上の室外機は転倒防止措置を講じる。

（ただし、耐震計算書により転倒しないことが確認された場合を除く）

※　定格電流値が20Aを超える機器は、高調波対策（アクティブフィルター）を施す。

 14.

厨房用排気ダクトはフランジ接続とし、板厚は以下のとおりとする。

　　※ 暗渠内（ピット内を含む。） d･(ﾊ)･Ⅶ（給湯,温水）、　D･(ﾊ)･Ⅲ（冷温水）

ﾘｻｲｸﾙ硬質ポリ塩化ビニル発泡三層管(RF-VP) [JIS K 9798]　(原則RF-VP)

（区画貫通部にRF-VPを使用する場合は区画貫通処理を施すこと）

冷却水管

蒸気給気管

 5.

 6. ※ 配管用炭素鋼鋼管（黒管）　[JIS G 3452]　　　・　

冷媒管

※ ２種管又は３種管を使用する。

 9. ※ 断熱材被覆銅管　[JCDA 0009]

蒸気還水管

油・油用通気管

 7.

 8.

※ 配管用炭素鋼鋼管（黒管）　[JIS K 3452]　　　・ 外面被覆鋼管

※ 配管用炭素鋼鋼管（黒管）　[JIS G 3452]　　　・ 外面被覆鋼管　　　　・　

※ 塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VA）（SGP-FVA）　[JWWA K 116, WSP 011] 　

・ 配管用炭素鋼鋼管（白管）　[JIS G 3452]

・ 一般配管用ステンレス鋼鋼管　[JIS G 3448]

・

配管材料 1.

　　（コンクリート埋設を含む）

イ）一般配管用　　　※ 水道用塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VA)(SGP-FVA) [JWWA K116,WSP 011]

ロ）土間配管用　　　※ 内外面塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VD)(SGP-FVD) [JWWA K116,WSP 011]

38 他工事との取合い

ロ）他工事との取り合い等が検討できる施工図を提出して、監督職員の承諾を受ける。

開口部補強

電気のスリーブ等

機械のスリーブ等

※

※

・ ・

・

電気 機械他工事との取合い 建築

・

・ ・ ※

切込み及び補強

機械墨出し

電気墨出し

基礎及びピット

電気墨出し

天井点検口

軽量鉄骨壁のボックス取付用下地

電気設備

機械設備

電気設備

機械設備

コンクリート基礎（外灯設備）

屋上設置

屋内設置

屋外設置

オイルサービスタンク防油堤

自動開閉装置を取付ける防火戸の切込み、補強及びﾄﾞｱﾁｪｯｸ、ﾌﾛｱﾋﾝｼﾞ

機器類の取付用アンカーボルト

機器類の吊りボルト用インサート

コンクリート基礎（機械設備機器類）

め込み盤、プルボックス、ダクト、配管等）の仮枠、

鉄筋コンクリート壁、床及び梁等における設備（埋

箱入れ及び貫通スリーブ

埋込型設備機器取付箇所の床、壁、天井のボード類
の切込み及び下地補強

電気室、自家発電機室などの基礎及びピット
（ふた含）

※ ・ ・

・※・

※・・

※ ・ ・

・※・

※ ・ ・

・※・

・ ※ ・

※・・

・ ※ ・

※・・

・ ※ ・

※ ・ ・

・・・

・ ・ ・

・・※

※ ・ ・

・ ・

屋内、屋外雨水管 ※ ・ ・

・

２次側（調整含む）

２次側（調整含む）

１次側

１次側

外壁取付けガラリ

換気扇枠、換気扇枠用アルミパネル開口（ストッパー取付を含む）

機械設備制御盤から別途盤類への渡り配管・配線の接続

エアコン、空調機集中管理リモコン等の遠方操作スイッチの配管

エアコン、空調機集中管理リモコン等の遠方操作スイッチの配線

エアコン、空調機集中管理リモコン等の本体及び本体取付

エアコンの屋内機、屋外機間の渡り配線（アース共）

換気機器用スイッチの配管・配線及びスイッチ取付

機械設備工事に含む遮断弁装置の操作器及び感知器の配管・配線

機械設備工事に含む電極の配管・配線

擬音装置の埋込ボックス

電気開閉式大便器用洗浄弁の一次側電源の配管、配線

電気開閉式大便器用洗浄弁とスイッチ間の配管

電気開閉式大便器用洗浄弁とスイッチ間の配線

ガス給湯器等のアース配線

建築工事に含む設備機器付属の制御盤及び操作盤の

配管・配線

機械設備工事に含む設備機器付属の制御盤及び操作

盤の配管・配線

・・※

※ ・ ・

・※・

※ ・

・・

・ ・

・・

・ ・

・ ・ ※

※・・

・ ・ ※

・※・

・ ※ ・

※ ・

・・

・ ・ ※

※

※

※

・ ※

・・

・

※

・・

・

・

※

・

※

※

※

・・

※

※

ＯＡフロア・フリーアクセスフロアパネルの切込み及び補強

ＯＡフロア・フリーアクセスフロア仕上材の切込み及び補強

完成時に１部提出する。工事日報37

イ）・ すべて本工事　　※ 図面特記のない場合、下表による

　　※ 地中埋設 d･(ﾊ)･Ⅶ（給湯,温水）、　D･(ﾊ)･Ⅲ（冷温水）

冷媒はHFCとする。

 　保温厚　ガス管：20mm、液管：10mm

ハ）屋外地中配管用　・ 水道用耐衝撃性硬質ポリ塩化ビニル管（HIVP)　[JIS K 6742]

36 工事写真 下記のものを監督職員に提出する

分類 ・ 規格 撮影場所 部数 備考

電子データ共1部適宜※　サービス版(L版)※　カラー

　                  ・ 内外面塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VD)(SGP-FVD) [JWWA K116,WSP 011]

　　　　　　　　　　・ 水道配水用ポリエチレン管　[JWWA K 144]

　　　　　　　　　　・ 水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（SGP-PD) [JWWA K 132]

ニ）ＨＩＶＰ管の接合　※ ７５φ以上はＲＲ継手による接合（離脱防止金具取付）

ホ）特記なき給水管の最小口径は２０Aとする。

 2. 管端防食継手 ※ 使用する（標準仕様書による）

 3. 弁　類 ※ 弁類は、JIS 10 K とする。　

・ 高置水槽以降の配管に使用するものは、JIS 5 K とする。

※ 量水器桝、給水引込部の止水栓、弁桝は水道事業者の指定品を優先する。

緊急遮断弁装置 4. イ）遮断弁駆動方式　　※ 電気式　　　・ 機械式

ロ）地震感知器　　　　※ 電子式　　　・ 機械式

水栓柱 5.

イ）下記の倉庫・設備室等の配管、ダクトの保温は、屋内露出（一般居室、廊下）に読み替える。

換気機器用スイッチ本体（全熱交換ユニット用、24時間換気用を除く）

フィルターの予備品

保　温

消音内貼り

オイルサービスタンク

地下オイルタンク

イ）図示のダクト並びにチャンバーの保温材は、グラスウールとする。

ロ）内貼りチャンバー類の寸法は、外形寸法とする。

ハ）内貼りしたチャンバーの図示の箇所には点検口を取付ける。

　　点検口の大きさは原則として400×600とする。

イ）液面制御装置　　　※ 取付ける　　・ 取付けない　　　　

　　機能　　 ・ 給油ポンプの起動、停止　　　・ 返油ポンプの起動、停止

　　 　　　　・ 満油警報      　・ 減油警報　 　・ 遠方警報接点　

ロ）油面計はゲージ式（側圧式）とする。（警報接点　※ 無し　・ 有り）

ロ）タンクの保護被覆　　　・ ウレタンエラストマー樹脂　　　※ エポキシ樹脂

　　　　　　　　　　　　　・ 強化プラスチック二重殻

　　　　　　　　　　　・ 取付けない

ニ）基礎杭　　　　　※ 不要　　・ 要　  （・ 本工事　　・ 別途工事）

ホ）土留め工事　　　※ 不要　　・ 要　　（・ 本工事　　・ 別途工事）　

ロ）ばい煙濃度計　　　・ 設置　　　・ 不設置　　 ・ 取付座を設置

ハ）ばいじん量測定口80φ（大気汚染防止法による）　　※ 設置　　　・ 不設置　

各種フィルターの予備品は下記による。

　　※ 100％（　　　　　　）　　 ・ 50％（　　　　　　）　　  ・ 

ハ）遠隔油量指示計　　※ 取付ける（※ 抵抗変化式　　・　磁歪式　　・　 　　　　　　　　）

軸受けはベアリングとする。ダンパ

煙　道 イ）厚さ　　　　　　　※ 3.2mm　　 ・4.5mm　　　  ・　　

　　(ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ含む)

　　(天井内を含む)

イ）据付け方法は標準図　  ・ 施工33,35　　    　　

　　　　　　　　　　　　　・ 施工32,34（鋼製強化プラスチック製二重殻）　

 19. フレキシブルダクト

 1. 和風大便器の耐火処理 標準図（施工67（b)）により施工する場所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 2. 大便器用便座 原則として普通便座を使用するが、温水洗浄便座等を使用する場合は図中特記による。

 20.

 21.

 22.

 23.

 24.

 25.

 26.

※ 合成樹脂製（内部コンクリート）　　・ アルミニウム合金製　　・ ステンレス鋼製

　　・ 機械室　　・ ポンプ室　　・ 電気室　　・ 自家発電室　　・ 倉庫　　・　

32 塗装 下記部分のビニル管はカラーＶＰとし、塗装を行わない。

    ※ 屋内露出部分　　※ 屋外露出部分

33 防食処理 標準仕様書によるほかコンクリート内の鋼管(排水用を含む)はプラスチックテープを1/2重ね１回

巻きとする。（但し外面樹脂被覆鋼管は除く）

34 着工時の提出図書 工事請負契約書に定められたもののほか、次のものを監督職員の指示に従い着工時に提出すること。

※工事用製本図面（工事用Ａ２版）　（ ５ ）部

　　            （縮小版Ａ３版）　（ ０ ）部

35 完成時の提出図書 ※竣工図Ａ２版　（ ２ ）部　　・施工図Ａ２版　（　　）部

※黒表紙付きＡ４版(工事名、工期、受注者名を記入)に次の図書を製本したもの。

　　※ 設計図（変更図共）　　※ 施工図　　※ 機器図(保証書のｺﾋﾟｰ共) 　 ※ 各種試験成績表

　　※ 取扱説明書（保全に関する指導案内書を含む）　　※ 各種申請済書類のコピー　　　　　

　　※ 公的機関の検査済証　 ※ 工事担当者名簿　 ※ 下請業者届・主要材料届　 ※施工体系図

　提出部数　・ 学校施設　１部　　・ 学校施設以外　２部　　

※施工計画書　１部

吹出口、吸込口ボックスの接続用以外にも、機器との接続用として使用してもよい。

※竣工図アパーチュアカード（ １ ）部、CADデータ　　

ホ）スパイラルダクトの保温　　　　　　　　　　※ ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温板 32K　　・ ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温板 40K

ヘ）全熱交換器外気側の保温（25mm厚)施工　　 　※ 給気ダクト　　※ 排気ダクト

ト）厨房用排気ﾀﾞｸﾄ(隠ぺい部)の断熱 　 　　　　※ 行う（h･(ｲ)･Ⅸ）　　 ・ 行わない

チ）空調室を通る外気取入れ用ダクト　 　　　 　※ 保温する　　　・ 保温しない

ニ）屋内露出、屋外露出冷媒配管の外装材　　　　※ 保温化粧ｹｰｽ(塩ﾋﾞ製)　・　ｽﾃﾝﾚｽ鋼板

ハ）暗渠内、パイプシャフト内の空調ドレン管　　・ 保温する　　　※ 保温しない

ロ）屋内露出の空調ドレン管　　　　　　　　　　※ 保温する　　　・ 保温しない

イ）天井内の空調ドレン管　　　　　　　　　　　※ 保温する　　　・ 保温しない

工事写真は、国土交通省大臣官房官庁営繕部「工事写真撮影ガイドブック」，「営繕工事写真撮影 

電子データの提出方法については「山口県営繕工事完成図書の電子提出要領」及び「電子納品に関

要領(最新版)」及び「デジタル工事写真の小黒板情報電子化基準」による。

する手続き　［営繕工事編］」による。



 2. ガスメーター 親メーター　　※ ガス供給事業者より借用　　・ 買取り

子メーター　　・ ガス供給事業者より借用　　※ 買取り

施工方法　標準図（施工73）　　 ・ 施工要領（ａ,ｂ）容器廻りの配管 3.

 4. 容器の転倒防止

高圧ホースは、ガス放出防止型とする。

施工方法　標準図（施工74）　　 ※ 施工要領（ａ）　・ 施工要領（ｂ）

 　　　　　　　　　　　　　　　・ 施工要領（ｃ）（予備調整器系統　 ※ 不要　・ 要）

ただし、ベルト又は鉄鎖は二重掛けとし、容器の高さの1/4及び3/4の位置に設置する。

ガス栓

　※ ホース（ヒューズ）　　・ コンセント（ヒューズ）　　・可とう管

末端ガス栓は、オン・オフ式とし、接続は次による 6.

防　蝕 合成樹脂被覆鋼管以外の配管は、支持金具部分プラスチックテープ1/2重ね1回巻きとする 5.

その他 イ）都市ガス設備は、ガス供給事業者の規定する供給約款等の定めによる

ロ）工事完成後、ガス供給事業者立会いの上検査を行ない引継証を２部提出する

 7.

さや管ヘッダー配管

システム

6.

　　※樹脂管（内管）とさや管の適合サイズ及びさや管の曲げ半径は以下による。

樹脂管 さや管分　　　類
最小曲げ半径（mm)

水平部 立上部

150

500

22

22

28

36

10

13

16

20

ロ)配管サイズ

イ）配管材料　　・　架橋ポリエチレン管（PE）　[JIS K 6769]

　　　　　　　　・　ポリブテン管（PB）　[JIS K 6778]

処理種別及び方式 1.

・ 合併処理　　　（ ・ 接触ばっ気方式　  ・ 長時間ばっ気方式  　・　　　　　　　　　　）

・ 小規模合併処理（ ・ 分離接触ばっ気方式　　・ 嫌気濾床接触ばっ気方式

 　　　　　　　　　 ・ 脱窒濾床接触ばっ気方式　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　）

15020022

22

28

36

10

13

16

20

　架橋ポリエチレン管

　ポリブテン管

300

400

600

200

350

450

150

250

350

150

150

250

　※さや管ヘッダー用配管の端部は、遮熱キャップを取り付ける。

　※さや管ヘッダーは保温を行う。

　※樹脂管の通管は、木工事完了後とする。ただし、下記事項を遵守して施工する場合には、さや管

　　Ⅰ．総則及びⅡ．要求事項　１住宅部品の性能基準に係る要求事項　1.1 機能の確保～1.3 耐久

　　性の確保において定める性能等を有すること。

　　と樹脂管の同時施工をしても良い。

　　a)配管施工時、樹脂管は系統毎に20cm程度の余長を取る。

　　b)木工事完了後、水栓、ヘッダー接続前に内管10cmの押し引き試験を2回行い、チェックリスト

　　　を作成し、監督員に提出する。

　※１系統の配管延長は10m以内とし、曲がり数は以下による。

ハ)施工

　※さや管ヘッダー配管システムは、(一財)ベターリビング「優良住宅部品評価基準　配管ｼｽﾃﾑ」

　※さや管の支持間隔は、直線部で1m、曲がり部で0.3m以内とする。

曲げ箇所数

水平部

4以下10

13

16

20

PE

樹脂管ｻｲｽﾞ 立上部

2以下

2以下

2以下

2以下

計

6以下

5以下

曲げ箇所数

水平部

4以下

4以下

4以下

10

13

16

20

樹脂管ｻｲｽﾞ 立上部

2以下

2以下

2以下

2以下

計

6以下

6以下

6以下

PB

　　a）架橋ポリエチレン管　　　※メカニカル接合　　　・電気融着接合

　　b）ポリブテン管　　　　　　※メカニカル接合　　　・熱融着接合　　　・電気融着接合

　　保持時間は60分以上とし、漏水のないこととする。ただし、さや管ヘッダー配管システムにおけ

　　る樹脂管の水圧試験は、以下による。

管種

PE

PB

初圧　MPa

0.75

0.75

60分後　MPa

0.45以上

0.55以上

判定

合格

合格

　　継手部分の漏水の有無を目視確認する。60分後、上記の圧力以下の場合は、当初圧力を下げない

　　で再加圧し、以下に基づき再試験する。

PE

PB 0.75

合格

合格0.65以上

管種 初圧　MPa 60分後　MPa 判定

0.75 0.55以上

　　不合格の場合は、継手部分の漏水の有無を目視確認する。異常がなければ系統別に調査し、漏れ

　　系統は引抜き、取替えることとし、再び水圧試験を行う。

ニ）樹脂管の接続方法

ホ）水圧試験

　　器具取付け後の住戸内給水管（水道メーター以降）の水圧試験は、圧力値0.75MPaにて実施する。

3以下

3以下

3以下

5以下

5以下

4以下 6以下

 1. 配管材料

※ ユニット形（ＦＲＰ製）　　・　 2. 形式及び槽の材質

処理対象人員　　　　人　処理水量　　　　m 3 /d 3. 処理能力

放流水ＢＯＤ　　　・ 20mg／㍑以下　　・　　　mg／㍑以下

流入水ＢＯＤ　　　・ 200mg／㍑　　 　・　　　mg／㍑   4. 水　質

放流水Ｔ－Ｎ　　　・ 20mg／㍑以下　　・　　　mg／㍑以下

※本工事　　　　　・ 別途工事 5. コンクリート工事

※ 不要　 　　　　・ 要　（・ 本工事　　・ 別途工事） 6. 基礎杭

 7. 土留工事 ※ 不要　 　　　　・ 要　（・ 本工事　　・ 別途工事）

　　　　電源  　　φ 　　　V 　　　kW 程度

・ 本工事（操作盤を含む以降の二次側配管、配線）　　　・ 別途工事電気工事 8.

※ ＭＨＡ形　　　・  ＭＨＢ形　　　・ 製造者規格品マンホールふた 9.

ＧＬ－　　　　　mm流入管底 10.

※ 自然流下　　・ ポンプアップ排水（槽及びポンプは　　・ 付属品　　　・ 図示による）放流方式 11.

埋戻し土 ※ 山砂の類（・ 槽廻り600mm程度　　　※ 全根切分）　　・ 根切土の中の良質土 12.

槽内金具等 槽内配管、部品及び支持金具は全て樹脂製又はステンレス製（SUS304）とする。 13.

エアー配管材料 イ）屋内配管用　　　※ 配管用炭素鋼鋼管（白）　[JIS G 3452]　　　　

ロ）土間配管用　　　※ ポリエチレン被覆鋼管　　[JIS G 3469]　　　　　

ハ）屋外土中埋設用　※ 耐衝撃性硬質ポリ塩化ビニル管（HIVP）　[JIS K 6742]　　

 14.

 1.

 1. 材質

 2. 安全装置

　　よる

※　アジャスターはＳＵＳ３０４とする

アスベスト含有事前

調査

イ）熱調理器及び洗浄消毒機器の安全装置の適用については、標準仕様書によるほか図面特記に

ハ）調査実施個所については、監督職員との協議による。　　　

ロ）着工前の調査における有資格者の指定

イ）設計時事前調査結果　　　・ 有り（ ・ 書面/現地調査　　　・ 分析調査）　　　　・ 無し　　　

　　　　・ 建築物石綿含有建材調査者（ ・ 特定　　　・ 一般）

        ・ （一社）アスベスト調査診断協会の登録者

二）事前調査結果を公衆の見やすい場所に掲示すること。　　　

アスベスト含有

成形板等の除去 ロ）作業管理者　　石綿作業主任者 又は 特定化学物質等作業主任者(平成18年3月以前の修了者）

イ）石綿障害予防規則を尊守し施工を行う。

ハ）対象建築材料　　（ ・ 天井ボード　　　・ エルボ、チーズ保温材　　　・ フランジパッキン）

アスファルト舗装 特記なき敷地内アスファルト舗装の仕様は以下による。

（ ・ 再生密粒AS-5-10　　　　・　　　　　　　　　　　）

舗装版切断 切断作業時に発生する排水を回収し、産業廃棄物として適正に処理すること。

回収した排水を現場から搬出する場合は、搬出時点で排水のｐＨを測定し、その結果を写真等に記録

すること。この際、ｐＨが12.5以上の場合には特別管理廃棄物となることに留意すること。

ｐＨの測定方法　（　※　携帯式簡易測定器　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　）

処理施設、処理方法、運搬方法は任意とするが、産業廃棄物の種類・取扱いについては、山口県環境

生活部及び下関市環境部（下関市内のみ）の取扱いに準ずること。

監督職員へマニフェストを提示する際、併せてｐＨの測定結果の提示を行うこと。

その他機器については、監督職員と協議のこと。

 5.

 4.

 3.

 2.

標準図 基礎施工要領(一)（施工26）の◎印と○印に適用してもよい。

 3.

 4.

 2. バルブソケット

保　温

小口径桝

給水用を使用する。

イ）硬質ポリ塩化ビニル管を使用する排水管は　　 ※ 保温しない　　　・ 保温する

ロ）パイプシャフト内の排水管は　    　 　　　　※ 保温しない　　　・ 保温する

ロ） 桝の立ち上がり管はＶＵ管とし、樹脂蓋はくさり（ＳＵＳ）付とする。

ハ） ＶＰ管との接続は、桝の出口で変換ソケットを使用する。

ニ） 防護ハットの荷重区分は下記とし、内側に止水キャップを取付する。

　　　 ※ Ｔ－８　　・ Ｔ－１４　　・ Ｔ－２５

イ） （公社）日本下水道協会規格　ＪＳＷＡＳ Ｋ－７とする。

 1. 配管材料

ハ）土間配管用　　　※ ガス用ポリエチレン管（PE） [JIS K 6774] 

 1.

 2.

配管材料

屋内２号消火栓箱 3.

屋内１号消火栓箱

消火ポンプ

保　温

消火器

適用規準

 5.

 6.

 7.

 8.

イ）ユニット形とし標準仕様書による。

ロ）制御盤内に起動リレーを内蔵する。

 　　　　 　　　　　　・ 消火設備用合成樹脂管（日本消防設備安全センター認定品）

イ）※ 易操作性１号消火栓　　・ 1号消火栓　　

　　・ ＨＢ－１Ａ､１Ｂ 形　　・ ＨＢ－２Ａ､２Ｂ 形　　・　　　　　　　　（国交省標準図）

　　　ただし箱の大きさは、内法 700×1,000 以上とする。

消火配管等のうち、次の部分は保温を施す。（仕様は給水の区分による）

※ 粉末ＡＢＣ１０型消火器（蓄圧式）（本工事）　　　　　

による。

ロ）・ ＨＢ－０Ａ､０Ｂ 形（山口県標準詳細図）

弁　類 4. ※ JIS 10 K　　　・ JIS 16K

ロ）・ ＨＢ－４Ａ､４Ｂ 形　　・　　　　　　　　　　　　　　（国交省標準図）

イ）・ 広範囲型２号消火栓　　・２号消火栓

消防法及び関連法規によるほか、消防用設備等の技術基準（第8次改訂版）全国消防長会中国支部編

ロ）土間配管用　　　　※ 消火用硬質塩ビ外面被覆鋼管（SGP-VS）[WSP 041]　・　

イ）一般配管用　　　　※ 配管用炭素鋼鋼管（白管） [JIS G 3452]　　・　　

 　　　　 　　　　　　・ 水道用耐衝撃性硬質ﾎﾟﾘ塩化ビニル管（HIVP） [JIS K 6742]

（ 継手は標準仕様書による　但し接合方法は指定しない ）

 1. 配管材料

・ 硬質継目無銅管　　・ 外面被覆銅管　　・ 保温付被覆銅管　　・　

弁　類

ガス湯沸器

 2.

 3.

4. さや管ヘッダー配管

システム

JIS 5 Kとする。ただし特記部分は、JIS 10 Kとする。

※さや管ヘッダー配管システムの配管サイズ、施工等については、給水設備に準じて行う。

※ 潜熱回収型（給湯の熱効率90％以上）　・ 潜熱回収型（給湯の熱効率95%以上）　・ 一般型

※ 一般配管用ステンレス鋼鋼管　[JIS G 3448]

　　　　　　　　・　ポリブテン管（PB）　[JIS K 6778]

イ）配管材料　　・　架橋ポリエチレン管（PE）　[JIS K 6769]

ハ）屋外地中配管用　　・ 消火用硬質塩ビ外面被覆鋼管（SGP-VS）[WSP 041]

ニ）屋外地中配管用　※ ガス用ポリエチレン管（PE)  [JIS K 6774] 　

ロ）ピット内配管用　※ 塩化ﾋﾞﾆﾙ被覆鋼管（PLV）　　・　

イ）一般配管用　　　※ 配管用炭素鋼鋼管（白管） [JIS G 3452]　・ 塩化ﾋﾞﾆﾙ被覆鋼管（PLV）　　

　※ 屋外露出部分　　　※ 消火用充水タンク　　・　

　　　　　　　　　　・ ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆鋼管（PLP）　[JIS G 3469]　　

なお、接着系アンカーは上向打ちに使用してはならない。

ハ）屋外地中配管用　　※ 硬質ポリ塩化ビニル管（VU）　[JIS K 6741]　または 

　　　　　　　　　　 　　ﾘｻｲｸﾙ硬質ポリ塩化ビニル三層管(RS-VU) [JIS K 9797]　(原則RS-VU)

　 　　　　　　　　　　　(車両通行部分においては、土かぶり600mm以上の場所に使用する）

              　　　　・ 

　　　　　　　　　　　※ 硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管（VP）　[JIS K 6741]

ロ）一般配管用 　　　※ 硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管（VP）　[JIS K 6741]　または 

                 　  ※ カラー硬質ポリ塩化ビニル管（ｶﾗｰVP）[JIS K 6741]（露出部分）

　　　　　　　　　　 ・ 排水用塩ビライニング鋼管（D-VA）[WSP 042]　

　　　　　　　　　 　・ 配管用炭素鋼鋼管（白管） [JIS G 3452] 

　　　　　　　　　　 ・ 耐火性硬質ポリ塩化ビニル管（FS-VP）　　・　

　 （屋内雑排水管　 　  ﾘｻｲｸﾙ硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ発泡三層管（RF-VP） [JIS K 9798]　(原則RF-VP）

イ）一般配管用　　 　・ 硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管（VP）　[JIS K 6741]　または 

                       （区画貫通部にRF-VPを使用する場合は区画貫通処理を施すこと）

　　　　　　　　　 　・ 排水用塩ビライニング鋼管（D-VA）　[WSP 042]

　　　　　　　　　　 ・ 耐火性硬質ポリ塩化ビニル管（FS-VP）　　・　 　　　　　　　　　　・ ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆鋼管（PLP)  ［JIS J 3469］ 　

ホ）ｺﾝｸﾘｰﾄ埋設用　　※ 塩化ﾋﾞﾆﾙ被覆鋼管（PLV）

   （汚水）         　  ﾘｻｲｸﾙ硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ発泡三層管（RF-VP） [JIS K 9798]　(原則RF-VP）

     及び通気管）   　 （区画貫通部にRF-VPを使用する場合は区画貫通処理を施すこと）

　　　　　　　　　　 ・ 耐火二層管　 ) ガス会社指定



・文字はシルクスクリーンプリント文字とする。

注）

　　－

品　　　　　　　名 山　口　県　標　準　品　番

洋風密結便器

JIS(A5207)記号

国土交通省標準記号

タンク式床置床排水Ⅱ形便器 Ｃ１２００Ｓ Ｃ１２００Ｓ

品　　　　　　　名

多目的便所用便器

ﾘﾓｺﾝﾌﾗｯｼｭ弁

山　口　県　標　準　品　番

密結ﾛｰﾀﾝｸ

Ｃ１１１１Ｒ

JIS(A5207)記号

国土交通省標準記号

高座面Ⅰ形便器（ﾘﾓｺﾝ洗浄）

事業の設備機材等評価名簿(電気設備

冷却塔 ステンレス流し用　　（共　栓　付　き）　　

品　　　　　　　名

排水金具類　・　ふた類　

洗濯機用床トラップ

ワントラップ　　　　　（非防水用）

ワントラップ　　　　　（ｱｽﾌｧﾙﾄ防水層用）

ワントラップ　　　　　（非防水用）

ワントラップ　　　　　（ｱｽﾌｧﾙﾄ防水層用）

　　　　　　　　　　　（Ｔ３ﾄﾗｯﾌﾟ部分相当）

品　　　　　　　名 備　　　　　　　考

Ｃ

Ｔ５Ａ

Ｔ５Ｂ

Ｔ５ＣＡ

Ｔ５ＣＢ

ＪＣＷ記号
ＪＩＳ記号

　　－

　　－

　　－

給　水　栓　・　止　水　栓　・　シ　ャ　ワ　ー　類

品　　　　　　　名 山口県標準品番 国土交通省標準記号

給水栓類

散水栓桝取付図（ＢＣー３）

Ａ部詳細図
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注）・材料、施工共水道局の指定を優先するものとする。(25㎜以上も同様)
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Ｂ部詳細図

　　・扉には「消火栓」の文字を表示する。

注）・Ａ形は埋込形、Ｂ形は露出形とする。

Ａ部詳細図
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注）・塩ビ板は容易に引き抜き可能なものとする。
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２ ３

４

５

８

Ｔ５Ａ

Ｔ５Ｂ

６ 屋内消火栓箱（HB-0A , HB-0B）

量水器ボックス取付図（50mm以上）７

Ｐ

Ｃ形金物　　　　　　　（Ｔ３ｽﾄﾚｰﾅ部分相当）

排　　水　　金　　具　　類　　

床排水金物

Ｐ形トラップ

床排水トラップ

床排水トラップ

洗濯機用床トラップ

Ｃ

洋風便器

流しトラップ

流しトラップ

流しトラップ

流しトラップ

流し排水金具

流し排水金具

Ｔ１４ＡＡ

Ｔ１４ＡＢ

Ｔ１４ＢＡ

Ｔ１４ＢＢ

Ｃ－ＡＡ

Ｃ－ＡＢ

Ｔ１４ＡＡ

Ｔ１４ＡＢ

Ｔ１４ＢＡ

Ｔ１４ＢＢ

　　－

　　－

ステンレス流し用　　（ストレーナ付き）　　

ステンレス流し用　　（共　栓　付　き）　　

コンクリート流し用　（ストレーナ付き）　　

コンクリート流し用　（共　栓　付　き）

ステンレス流し用　　（ストレーナ付き）

　　－Ｔ１５ＳＮＡ ＋ 防水受つば ＋ Ｐ形トラップｺﾝｸﾘｰﾄ浴槽トラップ

ｺﾝｸﾘｰﾄ浴槽トラップ Ｔ１５ーＲSNA＋防水受つば＋P形ﾄﾗｯﾌﾟ（ｺﾞﾑ製共栓付き) 　　－

プラスタートラップ

床上掃除口

床上掃除口

床上掃除口

床上掃除口

床下掃除口

立管掃除口

通気金物

防虫網

量水器桝ふた

鋳物製

ビニール管用

ビニール管用化粧形

露出形ベンドキャップ　　

ＰＬＴ

ＣＶＡ

ＣＶＡＴ

ＣＯＡＴ

ＣＯＢＴ

ＣＥ

ＶＣＯ

ＶＲ

ＩＤＮ

ＭＢ

Ｂ３

　　－

　　－

　　－

　　－

　　－

　　－

　　－

　　－

　　－

　　－

　　－

鋳鉄管用

ガス管用化粧形　　　　（ｱｽﾌｧﾙﾄ防水層用）

ガス管用化粧形　　　　（非防水用）

固定金具付き　　散水栓箱

１３ｍｍ　～　２０ｍｍ　　

ｽﾃﾝﾚｽ浴槽排水金物 （ゴム製共栓付き）　　 ＳＮＡ－Ｒ ＳＮＡ－Ｒ

（内ねじ型、外ねじ型）　　

注）

１ 衛生器具類

　　－

　　－

・表中記載以外の品番は、国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修公共建築設備工事標準図(機械

・50A以下のワントラップについては、樹脂製のワンとする。

国土交通省標準記号

JIS(A5207)記号 山口県標準品番

分類 摘要 製造業者名機材名

一般社団法人  公共建築協会が行う

建築材料・設備機材等品質性能評価

事業の設備機材等評価名簿（電気設鋼製小型ボイラー

鋼製ボイラー

鋼製簡易ボイラー

鋳鉄製ボイラー

真空式温水発生機

無圧式温水発生機

鋼製・鋳鉄製

遠心冷凍機

チリングユニット　　　　　　　　（水冷式・空冷式・空気熱源ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ）

吸収冷温水機

吸収冷温水機ユニット

ユニット形空気調和機

ファンコイルユニット及びｶｾｯﾄ形ファンコイルユニット

パッケージ形空気調和機

コンパクト形空気調和機

ガスエンジンヒートポンプ式空気調和機

マルチパッケージ形空気調和機

自動巻取形エアフィルター

電気集じん器

全熱交換ユニット

全熱交換器（回転形、静止形）

エアフィルター（ﾊﾟﾈﾙ形、折込み形）

遠心送風機（多翼形送風機）

斜流送風機

軸流送風機

消音ボックス付送風機

水中モーターポンプ（汚水用、雑排水用、汚物用）

吹出口・吸込口

風量ユニット（定風量、変風量）

自動制御システム

衛生器具ユニット

ＦＲＰ製パネルタンク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（溶接組立形、ボルト組立形）ステンレス鋼板製パネルタンク

密閉形隔膜式膨張タンク（空調用・給湯用）

スプリンクラー消火システム

不活性ガス消火システム

泡消火システム

ハロゲン化物消火システム

ジャニス工業㈱

ＴＯＴＯ㈱

厨房システム

水栓類

衛生陶器及び付属品 ㈱ＬＩＸＩＬ

板金製品類

熱調理機器類
洗浄消毒機器類

（食器洗浄機類）
低温機器類

排水金具

福西鋳物㈱

㈱長谷川鋳工所

㈱中部コーポレーション

ダイドレ㈱

㈱小島製作所

カネソウ㈱

伊藤鉄工㈱

㈱ダイモン

マンホールふた

弁桝ふた

一般社団法人  公共建築協会が行う

建築材料・設備機材等品質性能評価

㈱北浦製作所

㈱立売堀製作所消火栓

㈱横井製作所

㈱村上製作所

圧力容器

製品とする

による。

るほか､下記による。

横形遠心ポンプ（空調用、ボイラー給水用、揚水用）

立形遠心ポンプ（ボイラー給水用、揚水用）

第１種圧力容器製造許可工場

山　口　県　標　準　品　番

洗浄弁式床置床排水Ⅱ形便器 Ｃ７１０ＳＦＶ Ｃ７１０Ｓ

キー式吐水口回転形胴長横水栓

キー式吐水口回転形横水栓

緊急止水弁付横水栓（逆止弁付）

散水栓

散水栓　　（自動接手付）

Ｆ６Ｋ

Ｆ７Ｋ

Ｆ７Ｓ

Ｆ１１

Ｆ１１Ａ

Ｆ６

Ｆ７

キー式カップリング付き横水栓　　

横形グースネック水栓

壁付ハンドシャワー式シャワーバス水栓(切替)シングルレバー式

壁付ハンドシャワー式シャワーバス水栓(切替)サーモスタット式

　　－

　　－

　　－

Ｆ１２Ｋ

Ｆ１４Ａ

Ｆ１８ＡＭ

Ｆ１８ＡＳ

Ｆ１２

※

※

※

注）・表中記載以外の品番は、国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修公共建築設備工事標準図(機械

・左ハンドル仕様及び泡沫形の場合は、末尾に明記する。　　　　　例）Ｆ９Ａ（Ｌ）（泡まつ）

・※をつけた水栓は、大きさ13に限り原則として節水こまとする。但し給湯用水栓は、普通こまとする。

注）

Ｃ１１１１ＲＦＶＳ Ｃ１１１１ＲＢＴ

・フラッシュバルブをボックス形とする場合は末尾に明記する。　　例）Ｃ１１１１ＲＦＶＳ(ボックス形）注）

山　口　県　標　準　品　番品　　　　　　　名

小便器

Ｕ６２０ＲＦＶＳ Ｕ６２０

JIS(A5207)記号

国土交通省標準記号

専用洗浄弁式壁掛小便器(低リップ)

専用洗浄弁式床置小便器(大) Ｕ６１０ＲＦＶＳ Ｕ６１０

　　－

山　口　県　標　準　品　番

ＯＳＵ汚物処理ユニット（オストメイト用）

品　　　　　　　名

汚物流し

JIS(A5207)記号

国土交通省標準記号

掃除流し

品　　　　　　　名

Ｓ２１０

山　口　県　標　準　品　番

Ｓ２１０

JIS(A5207)記号

国土交通省標準記号

洗面器・手洗器・洗面化粧台

Ｌ４２０

Ｌ４１０

品　　　　　　　名

Ｌ５１１

JIS(A5207)記号

国土交通省標準記号
山　口　県　標　準　品　番

Ｌ４１０Ｓ

Ｌ４２０Ｓ

Ｌ５１１Ｓ

Ｌ９１０コンパクト手洗器（埋込タイプ）

化粧キャビネット（６００､７５０形） ＬＭ６００　、　ＬＭ７５０

　　－

　　－

　　－

　　－

洗面器 一般（大）自動水栓ＡＣ１００Ｖ

洗面器 一般（小）自動水栓ＡＣ１００Ｖ

洗面器 身体障害者用 自動水栓ＡＣ１００Ｖ

洗面化粧台（６００形）混合水栓

洗面化粧台（７５０形）混合水栓

ＬＤ６００（シングルレバー）

ＬＤ７５０（シングルレバー）

　年版）に準ずる。

・手洗器は、原則として立形自閉水栓＋アングル形止水栓とする。

注）・耐食鏡を盗難防止形とする場合は末尾に明記する。　　例）Ｅ６５(盗難防止形)

・擬音装置を露出形とする場合は末尾に明記する。　　　例）Ｅ７１(露出形)

・ﾘﾓｺﾝ操作形とする場合は末尾に明記する。　　　　　　例）Ｅ８２(ﾘﾓｺﾝ操作)

紙巻器　ダブル

紙巻器　シングル(ワンタッチ)

品　　　　　名

小　　　　　物　　　　　類　　　　　　他　　　　　

山口県標準品番

Ｅ２０

Ｅ２１

品　　　　　名 山口県標準品番

立形水石けん入れ Ｅ５０

ベビーシート

Ｅ６５

P型手すり Ｅ１０８

小便器用手すり Ｅ１０７

はね上げ手すり Ｅ１０６

L型手すり Ｅ１０５

背もたれ Ｅ１０４

着替え台 Ｅ１０３

ダブルフック（ＳＵＳ製） Ｅ１０２

汚物入れ（ＳＵＳ製） Ｅ１０１

Ｅ８２温水洗浄便座(本体操作ﾀｲﾌﾟ、擬音装置付)

Ｅ８１暖房便座

擬音装置（AC100V） Ｅ７１

Ｅ６７

Ｅ６６

耐食鏡　５㎜　４５０×６００

姿見鏡

耐食鏡　５㎜　６００×９００

ＢＳ

ＢＣ１

ＢＣ２

ベビーチェア（平面設置）

ベビーチェア（コーナー設置）

備機材・機械設備機材）令和４年版

機材･機械設備機材)令和４年版によ

掃除流し

・附属品等は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編・令和４

・手洗いなしとする場合は末尾に明記する。　　例）Ｃ１２００Ｓ(手洗いなし）

　設備工事編)(令和４年版・機材３３)又は、ＪＩＳＢ２０６１（給水栓）による。

　設備工事編）(令和４年版・機材３４)による。

・特殊な附属品等を使用する場合は末尾にその仕様を明記する。　　例)Ｃ１１１１ＲＢＴ(ﾛｰﾀﾝｸ手洗無し)

・参考：山口県標準色 2.5Y9/1

・ロータンクは防露形とし、原則として手洗付きとする。身体障害者用は手洗無しとする。

・低圧用フラッシュ弁使用の場合は末尾に（Ｌ）をつける。　　　　例）Ｃ１１１１ＲＦＶＳ(Ｌ)



図 面 名

工 事 名

縮　  尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

昇降機械室　ダクト平面図

335A3　1：200
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下関市ボートレース企業局

336A3　1：200

図 面 名

縮　  尺

工 事 名
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■汚水桝リスト

番号 桝名称 桝記号 桝寸法
地盤レベル 桝レベル 桝深さ

蓋仕様
(m) (mm)

C1 ｲﾝﾊﾞｰﾄ SC - 3 600 × 600 3.78 3.1 680 MHD - 600

C2 ｲﾝﾊﾞｰﾄ SC - 3 600 × 600 3.78 3.09 690 MHD - 600

C3 ｲﾝﾊﾞｰﾄ SC - 3 600 × 600 3.78 3.07 710 MHD - 600

C4 ｲﾝﾊﾞｰﾄ SC - 3 600 × 600 3.78 2.99 790 MHD - 600

C5 ｲﾝﾊﾞｰﾄ SC - 3 600 × 600 3.78 2.91 870 MHD - 600

C6 ｲﾝﾊﾞｰﾄ SC - 3 600 × 600 3.78 2.85 930 MHD - 600

C7 ｲﾝﾊﾞｰﾄ 3.78 2.75 1030 MHD - 600

C8 ｲﾝﾊﾞｰﾄ 3.78 2.65 1130 MHD - 600

(m)
備考

3SC - 600 × 600 

3SC - 600 × 600 

図 面 名

縮　  尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

掃海仮設棟　外構図

338A3　1：500

工 事 名
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EPS

省エネ計算の方式　　　モデル建物法　　　標準入力法

建　　　物

2

注：　のついたものを適用する。

屋外 備　　　　考番号
31

工
　
事
　
種
　
目

 工  事  種  目

ⅠⅤ　　　電　気　設　備　工　事　種　目　　　

（棟名）

Ⅴ　　　電　気　設　備　工　事　特　記　仕　様　書　　　

電気保安技術者 資格者を選定する

提出書類は「工事に関する書類作成要領ー施工者が提出する書類ー」による。着工時、中間期

建築工事など他の工事との取合わせ部分は、補強納まり仕上げなどを検討できる施工図を

図示によるほか、工事区分による。但し、疑義を生じた場合は工事着手前に質疑応答書工事区分等

をもって確認する。

提出して監理者の承認を受ける。

及び建物完成後を問わず、事前に発表の企画内容を建築主及び梓設計に通知して、その了

承を得ること。また、仕上り原稿について建築主及び梓設計の最終承認を得るものとする。

構内既存の施設

現場説明事項によるほか、工事上撤去移設を要する軽微なものは本工事の範囲とする。

災害防止対策要綱」を厳守すること。）

「建設工事安全施工技術指針」・建設省経建発第1号（平成5年1月12日）「建設工事公衆

全計画書等を作成し監理者に提出する。（建設省営監発第13号（平成7年5月25日）

建物位置と敷地との相対関係、搬出入方法と敷地内外の条件、足場の危険防止、衛生、安仮設計画書３．

障害物の処理

残土処分

14．

６．

工事用水４． 利用できる（  有償    無償）利用できない

構内につくることが

騒音規制対象機器について、施工に先立ち品質計画書を作成し監理者の承認を得ること。

試験及び検査の立会いに要する費用（交通費・宿泊費共）は工事請負金額に含む。

施工業者又は関係者が、本工事に関する内容を新聞雑誌等に発表する際には、工事期間中

による取扱い

　　　は当該工事の施工管理にあたり、日常工事に直接係わる現場作業所職員の構成とは

別に、施工品質の管理を目的とする自主施工管理者を選任し、この者を含めた施工管理体

制を組織し、品質管理を徹底すること。当該自主施工管理者は、品質計画書の作成及び

施工品質の確保のための確認、立会、検査、指導、監督等を行い、実施内容について

受注者は本工事の全ての物件に対して、建設工事保険等に加入し、それらの証書の写しを

契約後すみやかに監理者を経て建築主に提出する。

すみやかに修補する。

工事請負金額に含む

種  類

作成図面の種別

総合図

総合施工図

確認を行う

各工事間の相互調整完了後の総合図、総合施工図（詳細寸法等を記述した図面）の監理者

工事用仮設物

騒音規制基準

試験・検査報告書

作品の対外発表４．

３．

６．

２．

施工者による

品質管理

３．

建設工事保険等

起工式、上棟式

等に要する費用

契約

９．

総合図等３．

できないできる

作成図・縮尺

1/ 50（指定室）

1/ 50（指定室）

天井内伏図

承認を行う

1/ 20

1/ 50

1/100

1/ 50

平面図

1/ 50

1/ 50

天井伏図

含まない

1/ 50（指定室）

1/ 50（指定室）

展開図

議事録・その他、現場情報をインターネットを使用して情報交換が可能とすること。

工事期間中、施工品質の管理と現場の円滑な運用を目的として、工程表・工事写真

電子的な情報交換

現場情報の７．

総合図作成時に主要室の照度分布図を提出すること。

機器・材料は、現場に搬入した時点、あるいは必要に応じて製作工場における製造

または組立てが完了した時点で、種別ごとに受注者が検査を行い、検査報告書を

監理者に提出する。

量産品あるいは標準品で実測値などが整備されているものは、機能表または能力

計算書など性能の証明となるものの提出をもって前a号の検査とすることができる。

監理者が指示する機器・材料の検査には、監理者の立会いを受ける。

配線・配管・小型器具・雑材料その他の軽微なものは、梱包などの表示による材質

・呼称寸法などの確認をもって前a号の検査とすることができる。

工区ごとの施工が終了したときは、設計図書の定めまたは監理者の指示がある場合、

その施工についての報告書を監理者に提出する。

（工事現場外での試験及び検査）

８．

竣工時、敷地境界にて騒音測定を行い、規定騒音値以下を確認し報告書を提出すること。

報告書の提出を行う。

搬入時検査報告書

工場検査報告書

機能・性能証明書

５．工事の記録等 総合会議・分科会及び監理者等と協議した結果についての記録を整備する。

実施工程表、週間・月間・工種別工程表を整備する。

工事の施工に際し試験を行った場合は、直ちに記録を作成する。

隠蔽される等、後日の目視による検査が容易でない部分の施工は工事写真を整備する。

会議・打合せ記録

工事写真

計量メータの確認

14．

エネルギー計量（検針）が正しく機能することを確認するために以下の事項を実施すること。

工事施工前に計量確認計画書を作成し発注者及び監理者に提出のこと

工事完了後計量確認計画書に基づきその施工状況を照合し、その判定結果を計量確認書に

記載し提出すること。

注記）

計量確認実施計画書には、確認項目、確認負荷、確認方法、確認時期、確認者をわかり

やすく記載する。

確認項目は、計量範囲、逆相結線、自動検針装置等のデータ設定状況及びメータ機器の

設定（倍率）状況等に区分し明確に記載すること。

計量確認は原則として全数行うこと。

インサート等及び13． あと施工アンカー（吊下げ部分には使用しない）を使用する場合は事前に施工計画書を

性能確認試験

施工確認試験は施工単位ごとに３本以上の引抜き試験を行う。

積算計器（　　検定付き　　　　無検定）

穿孔前の埋設配管の有無の探査は、非破壊検査とする。

特記仕様書

現場説明書（現場説明に対する議事録、見積要項書を含む)

質疑回答書（補足訂正追加事項を含む）

すべての設計図書は、相互に補完するものとする。ただし、設計図書間に相違がある場合

適用基準等

設計図書の優先順位

４）図面（上記「3)」で示す特記仕様書以外の図面）

３）

２）

１）

特記事項

設計説明書（設計意図伝達）５）

６）標準仕様書（「共仕」、「標準図」を含む）

提出し、監理者の承認を受ける。

（　 行う　　　 製造者試験成績表による　　　　　　　　　　）

あと施工アンカーの構造基準は、あと施工アンカー協会構造基準による。

　あと施工アンカーの選定・施工は、あと施工アンカー協会有資格者によること。

７）国土交通省大臣官房庁営繕部監修 電気設備工事監理指針 令和元年版

施工計画書に定めた各項目の品質を確保するために必要なチェックリストを作成し、

総合施工計画書は、工事全体を通じて受注者等が行う工事組織の編成と運用、工事

環境の整備と維持、工事請負契約に基づく監理者への対応などについて、本工事の

固有の条件に適応した具体的な方策を定めたものとする。

施工時に自主確認を行い監理者に施工報告書を提出すること。

施工計画書で定めた各項目を施工するにあたり、適切な時期に行う確認、試験、

検査等、施工品質を確保するために必要な事項を定めた品質計画書を提出する。

品質計画書

事前に機器の搬入計画書を作成し監理者の承認を得ること。

電気主任技術者 着工から引渡までに必要となる電気主任技術者の費用は工事請負金額に

含む 含まない

受注者

機器の性能確認11． 選定する機器は、設計の性能が確保されているか以下の検討、計算書により性能を確認し、

監督員に提出すること。

照度分布図

在／不在センサ－感知範囲図（動作時間含む）

電路計算書（幹線、分岐）

自家発電機計算書（容量計算、換気計算、騒音計算）

変圧器容量計算書、変電設備換気計算書

短絡電流計算書

高調波電流流出計算書

保護協調計算書

電力貯蔵設備（直流電源装置）容量計算書、機器発熱量

テレビ共同受信レベル計算書

機器取付強度計算書（仕様基準によるものは除く。屋外設置する設備は耐風計算を含む）

太陽光発電設備計算書

監視カメラ画角検討書

モニタ－画面視認検討書

機器荷重条件書（受変電設備、発電設備、電力貯蔵設備、ケ-ブルとケーブルラック）

実機によるデモ４． 仕様詳細決定前に実機によるデモの必要なものは以下とする。

ＬＥＤ照明器具（姿図記号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）の確認

ＰＣにより監視操作するモニタ－画面（例　照明制御画面、監視カメラ画面等）

（対象設備：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

設置機器の仕様 竣工引き渡し後に発注者等が設置（新設及び移設）を予定している主要な機器について、

以下に示す仕様の調査、確認を行い一覧表にまとめて監督員に報告し、施工に反映させ

電源（電圧、負荷容量、接続方法、コンセントプラグ形状、発電機回路の必要性）

通信（ＴＥＬ、ＬＡＮの必要数量）

の確認

一  般  共  通  事  項

共通仕様

ａ．

工事実績情報システ 登録する。

施工条件 時～　　　時施工時間

(公共工事実績データ)

の優先順位は次による。

２．

１．

３．

４．

５．

２．

３．

の提出書類

２．

屋上及び屋外

下記の露出配管・ボックスは塗装を行う。（但し、溶融亜鉛メッキ材は除く）

倉庫 工場駐車場 機械室電気室 EPS

指定色

埋戻し及び盛土 根切り土の中の良質土を使用し、締固める。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

金属管の塗装箇所

塗装筒所の塗料の

種別・塗り回数

標準仕様書による。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

スリーブの材料及

び仕様

インサ－トの許容

引抜荷重

標準仕様書による。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

標準仕様書による。

７．

８．

屋内の施工時に行

う塗料

F☆☆☆☆とする。 （　　　　　　　　　　　　）とする。９．

10．

11．

12．

施工計画書１．

工種別の施工計画書は、その工種については監理者の指示に従って作成し提出する。

施工報告書

１．

６．

７．

機器性能試験成績書　　　　

保守工具リスト　　　　　付属品、予備品リスト　　　

機器製作完成図　　　　

工事完成と共に下記の書類を整理して提出する。

総合試運転報告書 主要な機器一覧表（連絡先記載）

施工図（Ａ１版製本）　　　　

数量調書 作成する。（提出部数  　 ２部  　    部）

(提出部数は、　　３部　　　部)

建築物等の利用に関する説明書 機器取扱い説明書

３．

官公署届出書類

総則

ＣＡＤ図面デ－タ(TFX（32bitはTFS）又はDWG、DXF及びPDFデータ)

図面折り込み製本（Ａ４版  金文字入り）    

完成図作成の上、工事完成後１ヶ月以内に下記の図面などを提出する。

原図一式（新規に作成または設計原図を訂正）

Ａ３縮小原図及び２つ折り製本    

建築工事仕様書による。

原図作成範囲(　設計図面一式　　監理者の指定した図面一式)

(提出部数は、　　３部　　　部)

図面２つ折り製本 (提出部数は、　　３部　　　部)

(提出部数は、　　３部　　　部)

(　・設計図面一式　　・監理者の指定した図面一式)

下記のものを監理者の指示する指定の台紙に貼付け、又は指定のカバ－、ケ－スに収納し、

完成写真等

CD-ROM

カラ－スライド

リバ－サルフィルム

分  類種類

完成写真 カラ－
プリント

規  格 撮影箇所数

外部（  ）内部（  ）

外部（  ）内部（  ）

外部（  ）内部（  ）
キャビネ
版

２００万画素以上

原版の大きさ（㎜）等部数

102×127以上

26×36以上

102×127以上

    部

    部

    部

作成する範囲は完成写真、完成図及び保全に関する資料とする。（対象書類及びデジ

タル化仕様などについては、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　による。）

システム・主要機器の取扱説明には、書類を作成し、提出すると共に取扱説明を実施する。

２． 建築工事仕様書による。

撮影個所を明記し提出する。

外部（  ）内部（  ）     部

工事記録（ 　　工事 ）

竣工時記録（ﾅﾚｰｼｮﾝ、BGM付）

    部

編集時間　　分程度DVDビデオ

航空写真

編集時間　　分程度    部

    部

化学物質を拡散１．

する建築材料等

室内空気中のホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレンの濃度

測定対象室　　　図示　

を測定し、監理者に報告すること。測定はパッシブ型採取機器により行う。

測定箇所数　　　図示　　

施工の検査等 見本施工の実施 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

化学物質の濃度

測定

技術検査

完成図の記載内容

標準仕様書による他以下による。

完成図の提出部数

CD-ROMによる

竣工デ－タファイル

完成図

「工事に関する書類作成要領ー施工者が提出する書類ー」による。

１．

２．

JIS及びJASマーク等の認証機関のマーク表示のある機材

本工事に使用する機器及び材料（以下「機材」という。）は、設計図書に定める品質

及び仕様、性能を有するものとし、以下のいずれかに該当するものとする。

機器及び材料の

品質等

上記以外のもので以下のア～エの事項を満たすもの

ア.品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

イ.法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

ウ.製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

エ.販売、保守等の営業体制が整えられていること。

使用する機材が、設計図書に定める品質及び性能を有するものであることを証明する資料

エコマーク認定製品（(公財)　日本環境協会）

使用機材等指定表

なお、この材料を使用する場合は、ア～エの証明となる資料を監理者

に提出して承諾を受けるものとする。

として、設計図書に定める仕様と使用する機材の仕様との比較表を監理者に提出すること。

１．

２．

１．

工事関係図書 工事現場管理

発注者に引き渡しを要するもの

特別管理産業廃棄物

引き渡しを要するもの以外は構外搬出適切処理とする。

搬出処理費

無 有（　ＰＣＢ使用機器　　　　　）

（　別途工事　　本工事）

発生材の処理については監理者に事前に承認を受け処理結果報告書を提出する。

PCB使用機器類は、PCBが飛散、流出、地下への浸透等がないように適切な容器に収め、

適切な場所に保管し、工事完了後、監督員に引き渡す。

発生材の処理等

再利用を図るもの 無 有（　　　　　　       　         　　　）

再資源化を図るもの

無 有（　　                    　　　）

無 有（　　　　　      　 　         　　　）

４．

機器及び材料

施工

工事検査及び技術検査

完成図等

椅子、机、ゴム長靴、雨合羽、防寒服、保護帽、懐中電灯、安全帯、安全靴

数量　　　１セット

パソコン機器関連　一式

　　外付け記憶装置　　アプリケ-ションソフト　　印刷装置　

ＬＡＮ設備　　　　インタ－ネット設備

　　セット

監理者事務所の

構内指定の場所に堆積する。

構外に搬出し適切に処理する。（残土処理事業許可通知書の写しを提出のこと）

構内指示の場所に敷均す。

利用できる（  有償    無償）構内既存の施設工事用電力 利用できない５．

本工事に使用する材料は、揮発性有機化合物を発散しないか、極めて少ない物とする。 

アスベスト含有機材は使用を禁止する。

保全に関する資料

１．

停電作業８． 工事着手前に停電作業計画書を監理者に提出し承認を受けること。

気密保持９． 下記のクリーンル－ム仕様室に設置する電線管、ボックスについて室への汚染空気の流入

を防止するシール材充填・防塵パッキン等の施工計画書を監理者に提出し承認を受ける。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                ）クリーンルーム

放射線防護10． 放射線使用室の壁等にボックス・盤等を埋込む場合は鉛板による放射線防護処置の

施工要領書を提出し監理者に承認を受ける。

関係官署その他の機関への必要なすべての届出手続き等の名称、届出先、届出予定日を

一覧表にして監理者に遅滞なく報告すること。

官公署その他への10．

届出手続き等

他工事との取合

13．

他工事及び別途で設置する機器の位置,仕様等を確認の上施工図・承認図等を作成し、

監理者の承認を受ける。

共　通  工　事

12．

ること。

拡声設備

情報表示

構内情報通信網設備

テレビ共同受信設備

火災報知設備

監視カメラ設備

構内配電線路

中央監視制御設備

工
　
事
　
種
　
目 １０

１３

１１

１５

１９

１６

構内交換設備

テレビ電波障害防除設備

誘導支援１４

インターホン

音声誘導同装置

トイレ等呼出装置

受付呼出装置

時刻表示装置

出退表示装置

マルチサイン装置

映像・音響設備１２

駐車場管制設備

医療関係

ナースコール設備

非接地電源用分電盤

防犯・入退室

入退室監理装置

防犯装置１８

電気自動車用充電設備

電灯設備

受変電設備６

８

９

２

１

電力貯蔵 直流電源装置

交流無停電電源装置

発電設備 自家発電（原動機）

太陽光発電装置

電熱設備４

雷保護設備５

構内通信線路

２２

２３

動力設備

３

７

１７

２０

２１

２４

電力平準化用蓄電装置

分散電源ｴﾈﾙｷﾞ-ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

設備

設備

管理設備

設備

燃料電池発電装置

設備

15．監理者の承認・検査 機材、施工が設計図書に適合しない場合、その責は受注者にあり、それらについての施

工図、製作図に対する監理者の承認ならびに監理者による検査・試験は受注者等の責任・試験

を軽減するものではない。

また、施工に用いられ、または工事目的物に組み込まれた製品の欠落またはこれに類す

る原因による品質上、性能上、安全上の不具合がある場合、その責は受注者にあり、

当該部位についての施工図、製作図に対する監理者の承認ならびに監理者による検査

試験は受注者等の責任を軽減するものではない。

資格者を選定しない

を含む

建築物省エネ法５． 建築物省エネ法　　　　適合　　　　届出　　　　対象外

　適合の場合は、省エネ基準工事監理報告書において確認の必要な資料

整理し提出すること。

軽微な変更がある場合には、省エネ計算を行い提出すること。

（納入仕様書、施工記録、自主検査記録書、試験成績書等）を作成し監理者の指示により

対応

項　　目 特　記　事　項

注：項目及び特記事項は　印のついた物を適用する。

主任技術者を選定する（ ）

特記事項で「図示」とあるは、設計図面記載事項を意味する。

「工事に関する書類作成要領ー施工者が提出する書類ー」

躯体開口について建築、構造、設備間の整合確認を目的として総合図調整時に「開口

確認会議」を実施する。

情報通信機器（ネットワーク機器及びUPS）・テレビブースタ機器発熱量

ａ．

・本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有するもの

　とし、次の（１）から（５）を満たすものとする。                                   

      （１）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティ

　　　クルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、仕上げ塗材及び壁紙は、ホルムアル

　　　デヒドを放散しないか、放散が極めて少ないものとする。                              

               （２）保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを放散しないか、放散が

　　　極めて少ないものとする。                                                       

          （３）接着剤はフタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシルを含有しない

　　　難揮発性の可塑剤を使用し、ホルムアルデヒド、アヒトアルデヒト、トルエン、キシ

　　　レン、エチルベンゼンを放散しないか、放散が極めて少ないものとする。                

       （４）塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを放散しないか、

　　　放散が極めて少ないものとする。                                                  

          （５）上記（１）、（３）及び（４）の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台、

　　　その他の什器等は、ホルムアルデヒドを放散しないか、放散が極めて少ないものとす

　　　る。なお、ホルムアルデヒドを放散しないものとは放散量が規制対象外のものを、ホ

　　　ルムアルデヒドの放散が極めて少ないものとは放散量が第三種のものをいい、原則と

　　　して、ホルムアルデヒドを放散しないＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品を使用す

　　　るものとする。                              

アンカー

記録

備品

（ ）

ム（CORINS）へ

の登録

感染症等の拡大防止の為、「建設業における新型コロナウィルス感染予防対策ガイドライン

実施し、工事関係者に体調不良者が発生した場合の連絡体制を整備し、工事開始前までに

（最新版）」等を参考に、工事場所、現場事務所、及び休憩所などにおける感染防止対策を

監督員の承諾を得ること。

による。

マイクロフィルム（マスターフィルム　　１部　　　部）

建築工事 仕様書による

２５ レース進行表示

工事写真は「営繕工事写真撮影要領（令和５年版）」及び「営繕工事写真撮影要領

（令和５年版）による工事写真撮影ガイドブック 電気設備工事編」（最新改訂版）

下関市工事検査規則（平成１７年規則第２３６号）により実施する。

なお、検査項目及び検査実施時期等については別途指示する。

図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修、公

仕様書（電気設備工事編）令和４年版（以下改修標仕）及び国土交通省大臣官房官庁営繕

共築工事標準仕様書（電気設備工事編）令和４年版（以下標仕）、公共建築改修工事標準

部設備・環境課監修、公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）令和４年版（以下標準

図）による。   

本工事の施工にあたり、関連法規及び条例を遵守すること。

提出し、監理者と協議を行うこと。

記載された内容が契約時と相違のある場合は、施工者が質疑書及び比較資料等を作成

関連法規及び条例は最新版を適用する。

参考図書として、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修、機械設備工事監理指針令和４年版

（以下指針）、営繕工事写真撮影要領による工事写真撮影ガイドブック機械設備工事編令

和5年版を用いる。  

本工事の契約は下関市工事請負契約書による。

下関市工事請負契約書に規定する工事瑕疵が発生した場合は、

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

Ｎ：Ｓ

電気設備工事特記仕様書（１）
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ａ．

ｂ．

ｃ．

ｄ．

ｅ．

ａ．

ｂ．

ｃ．

ｄ．

ａ．

ｂ．

ｃ．

ｄ．

ｅ．

ｆ．



水平高低調整形（空転防止リング付）フロア－プレ－ト

ロ－テンション 一般用（OA床部分）

水平調整形

ボタン電話用　　個 取付けを含む

簡易形

納入する

発電機回路負荷の電源種別、電圧のチェックを行ない、確認記録を提出する。

停、復電時の連動動作試験を行ない、試験記録を提出する。試験

回路試験

太陽光発電設備等を電力会社の電源と系統連携する場合の申請は本工事とする。系統連携申請

点検口類の裏面には、点検箇所を明記する。１． 点検口

２．

接地極１． 接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1500mm 以上とし、

10φはW=30、 L=900、14φは、W＝40、L=1200としても差し支えない。

接地の種類 記　　号 接地抵抗値 接　　地　　極

共 同 接 地

高圧避雷器

交 換 機 用

本配線盤の保安装置用

測　 定　 用

ＥA.D

10Ω以下

　Ω以下

100Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（14φ）×３連－  組

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（10φ）×１ (Ｌ＝1000mm)

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（14φ）×３連－  組

ＥＢ（14φ）×３連－  組

ＥＢ（14φ）×３連－  組

ＥＢ（10φ）×１ (Ｌ＝1000mm)拡声用増幅器

ＥＢ（10φ）×１ (Ｌ＝1000mm)

共 同 接 地 ＥＢ（14φ）×３連－　組ＥC.D

ＥA

ＥB

ＥD

ＥC

ＥLH

Ｅ

ＥAt

ＥDt 

Ｅ

ｔ

Ａ 種 接 地

Ｂ 種 接 地

Ｄ 種 接 地

Ｃ 種 接 地

雷 保 護 用 10Ω以下 ＥＢ(14φ)×　　連一　組ＥLA

（雷保護用を除く）

2Ω以下 ＥＢ（14φ）×３連－　組Ｄ 種 接 地 (ELB回路共用)

10Ω以下

10Ω以下

OAフロアー配線

３．

ハーネスジョイントには回路番号表示を貼り付け、ＯＡ床上（カ－ペット下面）に位置

遮断容量 電灯分電盤、動力制御盤及び受変電設備等に設置する配線用遮断器の定格遮断容量は当該

配線用遮断器の必要とする遮断容量以上の定格とする。

地中埋設深さ

地中線路の余長

地中埋設深さは、原則として下記による。

マンホ－ル、ハンドホ－ル内でケ－ブルの余長を見込む。

直埋式の道路横断箇所は管路とし、その両端は約1mの余長を見込む。

道路下部分    FEP管  路盤下面より　-300以上、鋼管類  路盤下面より-300以上

埋　設　票 地中管路出入口、曲折部には埋設票を設ける。 コンクリ－ト製 鉄製

地中引込み管路の 屋外より地中管路にて建物に引込む防水鋳鉄管及び配管類の管路口には防水装置を設

管路口防水装置 けること。なお、使用材料・工法は施工計画書を提出し承認を得ること。

ハンドホール内のケーブル支持等は、マンホールに準じて行う。

蓋の記号表示、　鋳型流し込み（　　電気　　電力　　通信　　　　　　）地中箱

クト・ボックス類・ボルトは、溶融亜鉛めっきまたはSUSとする。

あと施工アンカーを使用する場合は、監督員及び監理者との協議によること。

線名札を取り付けること。

一般　　　　水平変位　± 600mm

配管、ケーブル、配管用設備架台は免震建物の振動で衝突による損傷、機能不全が

発生しないように以下の離隔距離を確保する。

重要管路　　水平変位　± 600mm × 1.414

注）重要管路　　電力引込管路、通信引込管路、電力幹線管路

離隔距離の確認は目視ではなく実測による。

配管関係の施工要領書は構造監理者に承認を得ること。

１．

配線器具

１． 特記なきプレ－トは配線器具プレ－ト 金属製（　　　　　）樹脂製（　　　　　　　　）

電線類・電線管保護物他

配線経路、電線サイズ、配線本数、管路サイズなど機能を満足すれば、図面と多少相違

しても請負金額の変更はしない。

配線本数、管路等

１．

３．

ケ－ブル、電線 エコケ-ブル 一般

ケ－ブル表示札の２．

取付け

各階ＥＰＳにおいて、ケ－ブルラック上の配線には、下記の内容を表示した表示札を

取付けること。

用途 出先～行先ケ-ブル種別、サイズ 電原種別、電圧

工事名称 施工年月日 施工者名

幹線番号

防火煙区画貫通処理

７．

防火区画の貫通部には、国土交通大臣認定工法による貫通処理を行うこと。

中空防火区画（114条区画含む）壁内に設置する配線器具等のアウトレットボックスは、中空防火区画壁の

８．

防火措置 鋼製ボックスを使用し国土交通大臣認定工法による防火措置を行うこと。

埋設配管、ボックス４． 最上階天井スラブ（屋上スラブ）には埋設配管は行わないこと。

鉄筋コンクリート造の柱には原則として打込みボックスは行わないこと。

６．

結露するおそれのある壁,天井にボックスを埋込む場合は結露防止断熱カバー取付等の結露

防止処置を行う。

屋上階のケーブル９． 屋外の床上に設置するケ-ブルラックは、近傍の機械基礎等から振れ止めを取ること。

電　力　設　備　工　事

耐震施工

機器の重量［kgf］に、設計用標準水平震度を乗じたものとする。なお、特記なき場合、

設計用鉛直震度（KV）は、設計用水平震度（KH）の1/2とし、水平地震力と同時に働

設計用鉛直地震力（FV）

配電盤

交換機

重要機器

くものとする。

2)

直流電源装置

中央監視装置火災受信機

発電装置 交流無停電電源装置

総合盤

機器の耐震性能も同等以上とする。3)

屋外に設置する機器についても適用する。4)

但し、高さ60ｍを超える建築物、免震構造及び制振構造の建築物の場合は、構造体の

地震応答解析等による床応答加速度に基づき設計用標準水平震度（KH)を算出すること。

特別高圧機器

通信情報設備架

盤内の耐震性能5)

地震時における盤内の揺れに対応した余長及び可とう性を持った配線とする。

躯体より直接支持されていない器具及び、天井面に設置する器具はワイヤー又は

6)

チェーン等で脱落対策を施すこと。

形鋼用吊ボルト支持金物は、全て外れ防止補強金物付きとすること。

7)

設計用水平地震力（KH）1) 

設計用水平震度（KH）は電気設備工事特記仕様書（１）による。

「官庁施設の総合耐震計画基準・対津波計画基準」に準ずることとし、

耐震措置の計算及び施工方法は、「共仕」「標準図」ならび次によるほか

なお、施工に際し、耐震強度計算書を監理者に提出し、承認を受けるものとする。

１.

機器等の振れ止め２． 吊下げ固定する機器等は、上部躯体よりの吊下げ金物による支持の他振れ止めを設ける。

耐震施工

ステンレス製鋼板（焼付け塗装）

盤類・その他、屋外に設置する機器キャビネットは図面に記載のない場合は次による。屋外キャビネット

鋼板製（溶融亜鉛メッキ） 鋼板製（焼付け塗装）

接地工事

構造体利用とした接地極、環状接地極、網状接地極、または基礎接地極の場合の接地

抵抗測定は、電圧降下法により行い、測定時期及び回数は以下による。

（　　　　　　　　　                                              ）接地極設置時１回　 躯体上棟時１回 竣工検査前１回

建物への配管の引込部には、標準図の配管類９,１０「配管引込部の地盤変異への対応例」

にある以下の施工を行うこと。

変位量　0.2ｍ以下　　ＦＥＰ管の場合：Ｆs 鋼管の場合：Ｐs（ ）

変位量　0.6ｍ以下　　ＦＥＰ管の場合：Ｆｍ鋼管の場合：Ｐｍ（ ）

変位量　1.0ｍ以下　　ＦＥＰ管の場合：ＦＬ鋼管の場合：ＰＬ（ ）

免震建物導入部の引込配線は、「標準図」の「配管類１１」の対応例に準ずる施工を

建物への配管の引込部の耐震処置及び建物のエキスパンションジョイント部の配線

エキスパンションジョイント部の配線は、標準図の配管類１２の対応例により施工する

直線部の距離　　　　ｍに１箇所エキスパンションパスダクトを設けること。バスダクトの敷設

接地抵抗測定

照度測定

体育館のアリ－ナ、サブアリ－ナの照度測定は、3mピッチの桝目状に測定する。

また、鉛直照度（FL+1500）も測定する。

照度は、各室2ヶ所（中心、隅）以上測定し、記録表を提出する。

照度及び入力電力測定　（100％点灯時　　  　　夜間　　　昼間　）

（調光制御点灯時　　　  夜間　 　 昼間　）

照度センサーによる照明制御回路は、照度及び入力電力を測定し測定表を提出する。照明制御の照度測

定等

引込配管３．

エキスパンション５．

ジョイント部の

10．

特殊コンセントはプラグ付とする。配線器具

専用接地線式

金属管接地（7.5kwを超えるものは専用接地線式とする。）

本工事制御盤より別途電動機への配線の接続は本工事とする。

電動機の接地

機器への接続

インバータ装置の

規約効率

三相可変速電動機用インバータ装置の規約効率は、次の数値以上とする。

電動機出力(kW)

インバータ効率(%)

0.4

85.0

0.75 1.5 2.2 3.7 5.5 7.5 11 15 18.5 22 30 37

87.0 88.5 89.5 90.0 90.5 91.0 91.5 92.0 92.5 93.0 93.5 94.0

備考) (1)電動機の供給電圧は200V又は400Vとする。

(2)インバータ効率は、100%負荷時の値とする。

２.

動力設備

２．

３．

４．

１．

3極以上

水平高低調整形（空転防止リング付）

下記の特殊形コンセントはプラグ付とする。

タンブラスイッチは埋込連用形（大角形）とする。

壁付コンセントは埋込連用形（大角形）とし、2口の場合は複式を使用してよい

配線器具

フロア－プレ－ト

 ハイテンション

20A以上

回転又は上下動形

引掛形 防爆形 接地極付

水平調整形

内部固定形

簡易形

外部固定形

防水形

発電機電源、UPS電源に使用するコンセントは赤・緑等の器具を採用するものとし、

使用色は監理者の指示による。

施工完了時に以下の試験・計測を行い性能・機能を満たす事を確認した報告書を提出する。

極性絶縁抵抗 相回転 接地 電圧

４．

５．

ＬＥＤ電球の光源色は、各室の色温度施工計画書を提出し監理者の承認を受ける。ランプの光源色

不要ランプの予備

ハーネスジョイントボックスは床面に

使用していない接続口はキャップを取り付けること。

固定しない固定する

表示を記すこと。

照明器具

１．

２．

３．

４．

非常用の照明装置 測定箇所は、各室2ヶ所以上とし、測定記録表を提出する。

の照度測定箇所数

５.

地中埋設配管・配線

免震層内に設置４．

する配管類

全ての地中配線にはケ－ブル埋設標識シ－ト（2倍長以上）等を設ける。埋設標識シ－ト

１．

２．

３．

４．

５．

６．

受  変  電  設  備  工　事

配電盤の各盤扉裏面に締付け確認表示を行うものとし、原則として現場代理人、締付け確認表示

電気工事主任技術者、配電盤メーカ担当技術者が捺印するものとする。

停・復電時の連動動作試験を行ない、試験記録を提出する。試験

連動動作試験には、予定する運転条件（停電時、火災時、デマンド制御及びセンサ－

連動等）による、電力供給の制御（発電機の負荷への供給試験含む）や他設備、別途機器

総合連動試験実施計画書（事前）

総合連動試験実施手順書（事前）

総合連動試験実施記録書（事後）

への移報が確実に実施されるかの確認を含む。

１．

２．

発  電  設  備　工　事

１．

２．

３．

分電盤・制御盤

２．

通　信　・　情　報　設　備  工　事

電界強度測定及び

受信調査

受信可能な全てのチャンネルについて、測定及び調査をする。

電波障害事前調査 調査箇所数

調査チャンネル

箇所

：

耐震施工

電線類・電線管保護物

接地工事

地中埋設配管・配線

電力設備工事による

構内交換設備

１．

２．

テレビ共同受信設備

１．

テレビ電波障害防除装置

１．

映像・音響設備の試験は、動作試験のほか以下の試験を行う。

インピ－ダンス試験 残響時間 伝送周波数特性 音圧分布

映像・音響設備の試験

映像・音響設備

の試験

１．

残響時間

壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

引込開閉器箱（低圧）

分電盤、OA盤、制御盤、実験盤

〃　　〃　（多機能トイレ）

ｺﾝｾﾝﾄ、電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ、直列ﾕﾆｯﾄ（一般）

     　　　   〃　　 　 　　 （和室）

    　　　    〃　　　  　   （台上）

ブラケット（一般）

避難口誘導灯

廊下通路誘導灯

開閉器箱

　　〃　　（鏡上）

　　〃　　（踊場）

床上～中心

床上～中心

台上～中心

床上～中心

床上～中心

床上～下端

床上～上端

1,500

1,500

1,300

1,100

300

150

150

2,100

2,500

150

 (上端1,900以下)

1,000以下

1,500

スイッチ（一般）　

ｺﾝｾﾝﾄ（車庫） 800

名　　　　称 測　　　点 取付高［   ］

鏡上端～中心

床上～中心

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

接地極埋設標

床上～下端

地上～中心

地上、床上～中心

1,300

500

800

600

mm

1,500以上

〃

〃

〃

〃

端子盤 （EPS・電気室） 床上～中心 1,500

1,500

(天井高)×0.9

1,300

900

1,800

親時計

子時計、スピーカ

アッテネータ

出退表示盤　

呼出ボタン

インターホン

廊下表示灯　　　　　

表示灯

警報ベル

発信器（出退表示用）　

テレビ機器収容箱

副受信機

火報受信機（複合盤）

発信機

復帰ボタン

（備考）　（天井高）×0.9 及び（天井高）×0.8 は天井高が

床上～操作部

床上～中心

(天井高)×0.9

1,300

2,000

1,800

800～1,500

機器収容箱　　　

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（LPｶﾞｽ）

1,500

1,500

800～1,500

800～1,500

300

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

(天井面)－200      〃　　 （都市ガス）　 天井面～中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

上端

給油ボックス 地上～給油口 1,000

(多機能トイレ)

(多機能トイレ)

(多機能トイレ)

外部受付用インターホン子機 標準図による

(壁面取付の場合)

雷保護用接地端子箱

1,300

１．

標準機器 取付高さ基準

２． 屋外設置の架台等

結露防止５．

ケ－ブルラック 屋外のケ－ブルラック及び屋内に露出する垂直ラックの床上１．８ｍまでの部分に設ける。

保護カバ－ （EPS内の低圧配線・通信配線用は除く。材質はケ－ブルラックの材質と同じ）

屋外に設置する保護カバ-は、風圧力に十分配慮して取り付けること。カバ－止めボルトは

トルクレンチにより適正締付トルクにて確実に締め付けること。

人が乗るおそれのある床上のケ－ブルラックの保護カバ－は、ノンスリップタイプとする。

停、復電時の連動動作試験を行ない、試験記録を提出する。試験

電　力　貯　蔵　設　備　工　事

１．

中　央　監　視　制　御　設　備　工　事

そ　の　他

雷保護設備

突角部の保護１． 水平導体をパラペットなどへ施設する場合は、可能な限り外側端部に近く施設するとともに、

導体をコ－ナ－突角部より突き出すか、追加の受雷部を設けること。

屋上に設置する接続箱とパワ－コンディショナ－間の配管等に取り付ける太陽光直流配線直流配線表示４．

注意等の表示は、彫刻・エッチング等屋外に設置しても容易に消えない方法により表示

すること。

ラック

(分電盤、開閉器盤、動力制御盤についても同様とする。）

「標仕」の機能試験による他、停復電時の総合連動試験において、表示、動作等の機能確認機能試験１．

をし、記録に残すこと。

照明設備の仕様 照明設備の納入仕様書には、器具記号、照明器具名称、台数、ランプ名称または種類、

の確認

６.

消費電力、消費電力の試験方法を一覧表にて記載し、添付すること。

（一覧表において設計図書との比較を行うこと。）

「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」（独立行政法人 建築研究所監修）による。

O 

耐塩害措置

耐塩害仕様 下記の金属部材を有するものについて、必要に応じて耐塩害仕様を設定する。１．

屋外配管部材2． 重耐塩仕様 溶融亜鉛メッキ（HDZ35)/SUS304/スーパーダイマ　ZAM等

耐塩仕様 溶融亜鉛メッキ（HDZ35)/SUS304/スーパーダイマ　ZAM等

屋外盤3． 重耐塩仕様 溶融亜鉛メッキ（HDZ35)/SUS304/亜鉛照射（ZnTS50）+塗装　

塗装（外面塗装膜厚100μｍ内面塗装膜厚50μｍ以上）

耐塩仕様 溶融亜鉛メッキ（HDZ35)　/SUS304

塗装（外面塗装膜厚60μｍ内面塗装膜厚40μｍ以上）

発電機 重耐塩仕様 溶融亜鉛メッキ（HDZ35)　/SUS304

溶融亜鉛メッキ鋼板塗装（外面塗装膜厚100μｍ内面塗装膜厚60μｍ以上）

耐塩仕様 溶融亜鉛メッキ（HDZ35)　/SUS304

溶融亜鉛メッキ鋼板塗装（外面塗装膜厚80μｍ内面塗装膜厚50μｍ以上）

4．

照明器具 重耐塩仕様　　　　耐塩仕様5．

仕様は、日本照明工業会　ガイド117：2000「照明器具及び照明用ポールの耐塩害に

関するガイド」に準ずる。

沖縄エリア等でSUSを使用する場合は、SUS316とし防錆処理を実施する。

沖縄エリア等でSUSを使用する場合は、SUS316とし防錆処理を実施する。

沖縄エリア等でSUSを使用する場合は、SUS316とし防錆処理を実施する。

耐塩害措置

3kg以下の器具は、脱落が防止できる構造とする。3kgを超える器具はスラブ、

その他構造体からボルト等により単独に支持を行う。天井下地に器具支持材を取付ける

8)

コンセント表示６． コンセントには以下表示を行う事。

電源供給元の盤名称 回路番号

大地抵抗率を着工前に測定すること。

用途表示11． 各機器収容箱等の前面には銘板取付け、又は用途表示を行う。

プルボックス、ジャンクションボックスには用途表示を行う。

表示内容は図面に記載の無い場合、監理者の指示による。

盤類の鍵12． 各種盤類、機器収容箱は原則鍵付きとし、鍵の仕様は設計図による他、機器仕様決定前に

鍵リストを作成し、監理者の承認を得ること。

ハンドホール ハンドホール鉄蓋の鍵は以下とする。７．

ボルドロック式　　　　

高圧ケーブルの端末処理材は、JCAA規格品を原則とする。高圧ケーブル３．

（60sq以上は圧縮型端子とする。）

番号計画 電話機の外線番号計画、内線番号計画、その他サービス機能（グルーピング、３．

短縮ダイヤル、転送機能、発信制限等）の設定は監理者と協議の上、承認を得る事。

床上～中心ｺﾝｾﾝﾄ（冷蔵庫用）

床上～中心ｺﾝｾﾝﾄ（自販機用） 2,200

1,800

壁付電話機 床上～中心 1,500

アクセスポイント 床上～中心 (天井高)×0.9

ＥD

鉛直変位　0 ～ ｰ40mm

鉛直変位　0 ～ ｰ40mm × 2　

〃

行うこと。

こと。

配管

　　　　　2500～3000mm の場合に適用する。

類

事は原則不可とする。

製造者標準による、耐塩害塗装を施す。

各種総個数の ※％

機器、配管配線

情報通信設備

１． 機器（　・　本工事　・　別途工事）、配線（　・　本工事　・　別途工事）

原則、Wi-Fiアンテナは天井内に設置しない。天井下、又は壁面に設置すること。アンテナの設置位置2．

配管（　・　本工事　・　別途工事）

但し、止むを得ず設置する場合は、天井内がメーカーの保証する動作環境であるか、

電波強度が低下しないか（Wi-Fiの機能に影響が無いか）検討の上、設置すること。

塵、埃などにより火災発生のおそれがあるため、天井内にコンセント等の差込口は原則天井内のコンセント7．

専用回路表示

設置しない。止むを得ずコンセントを設置する必要のある場合は、コンセント等の差込口に

類する接続部分に塵、埃が付着しないような措置（プルボックス等の密閉されたボックスに

収納（コンセント形状は「抜け止め」あるいはトラッキング対策を講じたコンセント等）、

を行い、点検、メンテナンスが行えるよう付近に点検口を設けること。

３． あと施工アンカー

屋外及び屋上の機器類のチャンネルベ－ス・架台及びケ－ブルラック・ワイヤリングダ

使用する場合は、耐震計算書に基づき、全数引き抜き試験を行うこと。

／

／

／

／

収納するケーブルには、用途・ケーブル種別・サイズ・電圧・出先～行先・他を表示した

道路以外部分  FEP管  GLより      -300以上、鋼管類  GLより -300以上

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

Ｎ：Ｓ

電気設備工事特記仕様書（２）
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取付高さ



ＰＬ

101

102

103

104

105

106

107

108

F1

F2

F2

301

302

303

304

305

306

307

308

309

310

F1

402

401

F3

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

Ｎ：Ｓ

動力盤標準図・動力盤リスト
分電盤リスト

342

１ 電源供給（電流計なし） ２ 電源供給（電流計あり） ３Ｌ 直入手元 ３Ｙ 始動手元 ４ＬＢ 直入遠方手元（押釦）

４ＹＢ 始動遠方手元（押釦） ５Ｌ 直入自動試験 ５Ｙ 始動自動試験 直入自動手元６Ｌ ６Ｙ 始動自動手元

７Ｌ 直入　給水又は排水 ７Ｙ 始動　給水又は排水 直入消火（始動リレー）８Ｌ－Ｒ

８Ｌ－Ｂ 直入消火（始動押釦）

８Ｙ－Ｒ 始動消火（始動リレー）

始動消火（始動釦）８Ｙ－Ｂ

９Ｌ 直入始動自動交互運転

始動　自動交互運転９Ｙ 直入始動自動交互同時運転１０Ｌ 始動　自動交互同時運転１０Ｙ １１Ｌ インバ－タ－可変速運転　自動試験

注　）配線用しゃ断器は、左記とする。 Ｍ：ＭＣＣＢ Ｅ：ＥＬＢ

注　）電流計が、　　以上のものは変流器を設ける。

注　）電流計は、延長目盛電流計とし赤指針付きのものとする。

凡　　例

記　　号 名　　　称

電流計

表示灯緑（停止）

表示灯赤（運転中）

表示灯　（故障）

変流器

電磁接触器

保護用継電器

液面継電器

制御回路切換開閉器

可変速運転用インバータ

橙

Ａ

Ｇ

Ｒ

Ｏ

２Ｅ

Ｇ

ＩＮＶ

種又　種耐熱

図の低圧コンデンサ容量は下記による。

（絶縁電線の太さ      ）［ｍｍ］

盤 内 配 線 コンデンサ定格出力

５０Ｈｚ ６０Ｈｚ

０．２

０．４

０．７５

１．５

２．２

３．７

５．５

７．５

１１

１５

１８．５

２２

３０

（ｋＷ）

（　Ｆ）ｕ

３７

２ 以上

２

２

２

２

３．５

５．５

　８

１４

２２

３８

３８

６０

１００

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

１５

２０

３０

４０

５０

７５

１００

１５０

２００

２５０

３００

４００

５００

６００ ５００

４００

３００

２５０

２００

１５０

１００

７５

５０

４０

３０

２０

１５

１０

５

４

３

２

１

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

警報用液面継電器

警報付給水用液面継電器

警報及び高架水槽満減水

受水槽空転防止付満減水

排水用液面継電器

満減水警報付給水又は

液面継電器

満水警報付排水用

付給水用液面継電器

空転防止又は高架水槽減水警報

給水又は排水の自動運転用液面継電器

注　）液面電極継電器は下記による。

１ ２ 種又　種耐熱

１

２

３

6

Ｓ 遠方（中央監視による）

１１Ｌｂ

４ＬＳ 直入遠方手元（中監）

４ＹＳ 始動遠方手元（中監）

ＴＸ・ＣＸ 中央監視信号リレー

５２

１１Ｙｂ

制御盤・開閉器箱の記号及び形式

V

W

補足記号（形式記号の後に付す）

（S）

（WP）

指定色塗装

溶融亜鉛溶射塗装

SUS製

記号 形式

電力量の計量を行う場合は、電灯分電盤

標準結線図、電力量計表参照の上、

電灯と同じシステムにて対応を行うこと。

低圧コンデンサ回路　　・有　　・無

注　）排水ポンプの保護用継電器は とし、配線用遮断器は

      ＭＣＣＢ　＋　ＥＬＲとする。

１１Ｌ １１Ｌｂ

〃　　（バイパス回路付直入始動） （バイパス回路付

注　）インバ－タ－回路には高調波流出抑制対策としてＡＣリアクトル（入力側5

に設置）およびＤＣリアクトルを設置する。

動　力　制　御　盤　標　準　結　線　図

制御盤　　自立型

制御盤　　壁掛型

Ｇ

Ｔ

開閉器箱　埋込型

開閉器箱　露出型

（WP1）

（WP2）

屋外型

屋外型

屋外型

注記

鋼板塗装

性能は「標準仕様書」により、故障警報接点

付とする。SPD分離器は、SPDを設置する

箇所の短絡電流以上とする。また、上位の

避雷器と過電流動作協調をとること。

ＳＰＤは特記なき場合クラス　 とする。　

４

１５Ａ

３Ｅ

Ⅱ

(重耐塩)

*1

連動

ｲﾝﾀｰﾛｯｸ

番号

結線

制御

分 岐 開 閉 器

負   荷

E･M P AF AT容量(kW)機器番号･名称電源/種別

形式

盤名称

主幹開閉器

単線接続図
2次側配管配線･備考監視

中央

機能

その他

*2 *3

動 力 制 御 盤 結 線 図 ※幹線ｻｲｽﾞは､配電盤表･幹線ﾌﾞﾛｯｸ図を参照のこと

始動）

W

AC 3φ3W

210V

4.82KW

･SPD×1

合計

その他

主幹 MCCB3P

50/50A

1LP-K

SPD F

E 30.9 1

E 31.96 1

EHP-K-1 空調機 E 31.96 150 30

50 30

50

予備 E 1003 50

EHP-K-2 空調機

EHP-K-3 空調機 30

(E25) (G22)

(E25) (G22)

EM-CE3.5°-3C E2.0 (E25) (G22)

EM-CE3.5°-3C E2.0

EM-CE3.5°-3C E2.0

分 電 盤 内 容 印を付したものを適用する。

MCCB

φ　 W　　　V － 　　V

形

AC

普通電力量計有 無 計測端末

有 無

PELCB

　　Ｐ　　　　　　ＡＦ　　　　　ＡＴ

屋内 屋外 耐塩

（

有

☆9-1 有 無☆9-2

有 無

無

ＭＣＣＢ

（検定 有 無）

AF AT （漏電警報 付

有 無☆4-1 有 無☆4-2

鋼板 SUS 溶融亜鉛ﾒｯｷ

合　計 VA

100A 250A 400A50A

☆11 ☆12 ☆13 ☆14 ☆15

合　計

計

電磁接触器

VA

VA

　 W　　　V AC-GC-DC

２Ｐ１１０Ｖ　　　Ａ有 無幹線分岐

形

☆16

回路番号
分岐遮断器

種類 Ｐ ＡＴ

電力

量計
負　荷　名　称

容量

（ＶＡ） 記号
ﾘﾓｺﾝ
数量

制御

２Ｅ

Ｏ

Ｒ

Ｇ

Ｒ

Ｇ

Ｇ

Ｒ

Ｏ

２Ｅ

Ｃ

Ｇ

Ｒ

Ｏ

２Ｅ

Ａ

２Ｅ

Ｏ

Ｒ

Ｇ

２Ｅ

Ｏ

Ｒ

Ｇ

２Ｅ

Ｏ

Ｒ

Ｇ

Ｇ

Ｒ

Ｏ

２Ｅ

Ｇ

Ｒ

Ｏ

２Ｅ

Ｇ

Ｒ

Ｏ

２Ｅ

Ｇ

Ｇ

Ｒ

Ｏ

２Ｅ

Ｇ

２Ｅ

Ｏ

Ｒ

Ｇ

Ｒ

Ｒ Ｂ

２Ｅ

ＢＲ

Ｒ

２Ｅ ２Ｅ
Ｇ

Ｏ

Ｒ

Ｏ

Ｏ

Ｇ Ｇ

Ｏ

Ｏ

Ｒ

Ｏ

Ｏ

Ｒ

Ｏ

Ｏ

ＧＧ

Ｏ

Ｏ

Ｒ

Ｏ

Ｇ
２Ｅ ２Ｅ

Ｏ

Ｒ

Ｏ

Ｏ

ＧＧ

Ｏ

Ｏ

Ｒ

Ｏ

Ｇ
２Ｅ２Ｅ

２Ｅ２Ｅ
Ｇ

Ｏ

Ｒ

Ｏ

Ｏ

Ｇ Ｇ

Ｏ

Ｏ

Ｒ

Ｏ

ＩＮＶ
Ａ

２Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｇ

Ｒ

Ｃ
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

２１

TX CX

Ｓ

Ｓ

５２

５２

４２ ６

５２

４２ ６

５２５２

４２ ６

５２

５２

４２ ６

５２

５２

４２ ６
５２

５２

４２ ６

５２ ５２

５２ ５２

５２ ５２

５２ ５２

５２-１

５２-２
４２ ６ ４２ ６ ４２ ６４２ ６

５２

５２-３ ５２-１ ５２-３

ＣＴ

ＣＴ

変流器（ＣＴ）付きの場合

２Ｅ

ＩＮＶ ＩＮＶ

５２-２

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

ＡＡ

ＡＡ

Ａ

F

1LP-K

3 100

１ 3 200 100   

Ｔ

100

2 20 200倉庫・作業室他

掃海員控室他

倉庫1・2

M

予備

予備

予備

200

200

1000

1000

1000

2 20

M 2 20

M 2 20

2 20

M 2 20

全熱交換器 660

空調室内機 540

倉庫・作業室他 400

掃海員控室 200

湯沸室 1000

WHE-K-2 750

脱衣室・便所 1000

掃海員控室 300

倉庫１・２ 200

2 20M

2 20M

2 20M

2 20

2 20

2 20

2 20

2 20

2 20

2 20

2 20

E

5600

計

計

計 1300

E

2 20M

2 20

予備 1000

M 1000予備

2 20M 予備 1000

計 6850

E

E

M

M

予備 1000M 2 20

予備 1000M 2 20

M

M

M

E

WHE-K-1 31002 20

2 20E

E

予備

計 3100

空調室外機 440

予備

540

2 20M 換気扇 200

17,390



ＣＴ（多回路電力量計測装置専用ＣＴ）

電磁接触器　　　ＭＣ　２０A

配線用遮断器

常用回路　　　　AC      １φ２００Ｖ

常用回路　　　　AC      １φ１００Ｖ

【注　記】

記号 名称・形式 記号 記号

非常用回路　　　AC-GC １φ２００Ｖ

非常用回路　　　AC-GC １φ１００Ｖ

多回路電力計量端末　 （LAN対応）

照明

ＦＣＵ以外のコンセント

ＦＣＵコンセント、空調機室内機、ファン

その他負荷直流回路　　　　DC　１００Ｖ

インバーター

　　蛍光灯・LED連続調光

多重伝送式

調光信号線

調光スイッチ

伝送ライン

負荷

Ａ

リモコンリレー

＋調光回路

ＣＯＳ＋

タイマー

自動点滅回路
負荷

ＡＣＯＳ

自動点滅回路

負荷

リモコン回路

負荷

ＣＯＳ

タイマー回路

負荷

ＣＯＳ

名　　　称

負荷

制御回路表

記号

遠方操作回路

回　　　路　　　図 備　　　　考 備　　　　考備　　　　考回　　　路　　　図記号 名　　　称

Ｒ

Ｒ１

20A

100V回路は片切とする。

200V回路は両切り、

（6A）

負荷

リモコン回路

（Ｔ／Ｕ付）

：1回路用

200V回路は両切り、

100V回路は片切とする。

LC

Ｄ

Ｔ

Ａ

ＴＡ

ＯＡ用コンセント

Ｒ４

Ｒ１

Ｒ４ ：4回路用

表示設定端末 （詳細は別紙電力計測装置図による。）（LAN対応）

（同上）

異種系統用計量端末　 （LAN対応） （同上）

分岐回路　電力量計表

1回路用計測端末Ｗ３ 多回路電力量計測装置専用ＣＴ設置回路Ｗ４

計量多重伝送ライン

Ｗ１ 普通電力量計（検定付） 普通電力量計（検定無）Ｗ２

凡　　例

名称・形式 名称・形式

パルス信号

（6A）

１４.リモコントランスがある場合には、電源用として専用の分岐回路を1回路設けること。 AC-GC回路リモコンがある場合には、リモコントランスの分岐回路もAC-GC回路とする。

１５.防災機器用の電源回路は主幹一次側に分岐ブレーカを設置する。

１６.分電盤の函体の色は指定色塗装とする。

PWM制御

上記リモコン制御回路の記号にＴを付した回路（例ＲＴ）はプログラムタイマーによる制御とし、設定を行う。

上記リモコン制御回路の記号にAを付した回路（例ＲＡ）は自動点滅器連動ユニットとプログラムタイマーによる制御とし、

設定を行う。

フル２線式リモコン制御 電磁接触器による制御

表示

計量

異種

のもむ込埋に壁いないてれさ施が理処熱耐

のもむ込埋に壁たし施を理処熱耐

形出露

形込埋

形出露

形込埋

形熱耐

種二

形熱耐

種一

T2

G2

T1

H1

G1

造構いなのアド

造構るあのアド
形出露

形込埋

形般一

D

T

G

耐 熱 形 分 電 盤 の 記 号 及 び 形 式

記 号 種 別 形 式 備

分 電 盤 ・

考

め

め

実験盤

ＴＪ－Ｄ

露出形ＴＯＡ

記 号 種 別 形 式 備 考

ＯＡ盤 分電盤部と端子盤部は上下に配置する。

分電盤部はドアのある構造とする。

配線スペ-スを上部及び下部に設ける。

露出形ＤＯＡ ＯＡ盤 分電盤部と端子盤部は左右に配置する。

分電盤部はドアのない構造とする。

配線スペ-スを下部に設ける。

ＴＪ－Ｕ

ＤＪ－Ｕ

露出形 負荷接続端子が上部にあるもの

負荷接続端子が下部にあるもの

負荷接続端子が上部にあるもの

負荷接続端子が上部にあるものＤＪ－Ｄ

ドアのある構造

ドアのある構造

負荷接続端子のみ

ﾘﾓｺﾝﾄﾗﾝｽ

回路番号　Ｌｎ

回路番号　Ｃｎ

回路番号　Ｆｎ

回路番号　Aｎｎ

RTr

Ｒｙ

ＬＣＵ

ＴＳ

ＴＳ

５２

５２

５２

５２

Ｒｙ

Ｒｙ

回路番号　Ｏｎ

ＷＨ

ＷＨＵ

ＷＨ

CT×1CT×1

MC

ＡＣ－ＤＣ－ＧＣ

MC操作
F

27

※1

COS

2P

CT

分 電 盤 単 線 結 線 図

AC AC-GC

☆3

１φ２Ｗ　１００Ｖ ☆17

☆18

リモコン制御回路

※f
※a

100V 100V

100V

200V

100V

200V

100V 100V

※1

☆10

計量 表示

中央計測装置へ

☆9-1

MCCB3P

☆6

☆5MCCB3P

☆2

☆1

（電圧要素検出）※3-1

☆9-1

※3-2

※3-1

3P20AT 3P20AT ☆9-1

※a
☆9-2

200V 200V

100V 100V

200V 200V

100V 100V

200V 200V

100V 100V

200V 200V

100V 100V 100V

200V

100V

200V

100V

200V

100V

200V

100V

200V

100V

200V

100V

CT

☆9-2

※f
☆9-2

200V 200V

100V 100V

200V 200V

100V

☆9-2

※b
☆9-2

※g

☆9-2

※b ※g

異種

※3-2

（多重伝送信号）

（計量端末の場合専用ＣＴを設置）

（中性線欠相保護機能付） （中性線欠相保護機能付）

（電圧要素検出）

☆7

１．３０Ａ以下の分岐遮断器は２Ｐ（１Ｐサイズ協約型）とし、１００Ｖ回路は１Ｅ、２００Ｖ回路は２Ｅとする。

２．化粧扉はラッチ式とする。

３．分岐回路全体数の２０％を予備スペースとして見込むこと。

４．予備回路の回路数は、分岐配線を接続する実装回路数の約２０％（電源種別ごとに最大５回路）とする。

６．普通電力量計は電子式コンパクト型（パルス発信付）とする。

７． ＳＰＤは特記なき場合クラス  とする。性能は「標準仕様書」により故障接点出力付とする。

また、５０ＡＴ以下の分岐遮断器は５０ＡＦとする。

１１.　幹線サイズは系統図による。

５．ＣＴは原則として、単相２線の場合は１個、単相３線及び３相３線式の場合は２個、3相４線式の場合は３個各設置する。

また、ＣＴの定格は負荷容量に適したものを選定すること。

１２. 洗浄便座用コンセント回路の分岐遮断器はＥＬＣＢとし、感度は便座の仕様（漏電対流）を確認し選定とする。

１３．主幹の１次側分岐開閉器は主幹と同様の遮断容量を満足する事。

ＡＣ

☆13 ☆12

ＤＣ

☆14

☆15

☆11

☆16

☆4-1

接地（Ｄ種用）

（計量端末の場合専用ＣＴを設置）

SPD分離器

８． ＳＰＤ分離器は、ＳＰＤを設置する箇所の短絡電流以上とする。また、上位の遮断器と過電流動作協調をとること。

１０.　別紙結線図の分岐遮断器の記号は、右記による。　　Ｍ：ＭＣＣＢ　Ｅ：ＥＬＣＢ 　ＥＬ：ＭＣＣＢ（漏電警報接点付）またはＭＣＣＢ+漏電警報器　ＥＸ：ＥＬＣＢ（トリップ警報接点付）

☆4-2

接地（Ｄ種(ＥＬＢ）用）

SPD分離器

☆4-1

接地（Ｄ種用）

SPD分離器

☆4-2

接地（Ｄ種(ＥＬＢ）用）

SPD分離器

９.　ＳＰＤ及び漏電警報付MCCBを設置する場合には、盤扉面に故障警報表示を各々一括表示し、中央監視への故障代表一括移報接点を設ける事。

CT CT

CT CT

L1 Ln

LnL1

ロイイ

１ ｎ

ロ

ＷｈＷｈ

C1 Cn

C1 Cｎ

O1 On

O1 Oｎ

A1 An

A1 Aｎ

Cｎ

A1

Aｎ

O1

Oｎ

An

A1

On

O1

L1 Ln

L1 Ln

C1 Cn

C1

F1

Fｎ

Fn

F1

F1

Fｎ

Fn

F1

蛍光灯・LED用調光ユニット

伝送

ユニットﾀｲﾏｰ

年間ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

ｿｰﾗｰﾀｲﾏｰ機能付

電源

ＳＰＤ

AC100V

ＳＰＤ

ＳＰＤ

ＳＰＤ

リレー制御

トランス

リモコン

Ｔ／Ｕ

接点入力

Ｔ／Ｕ
リレー

リモコン

トランス

防護ﾕﾆｯﾄ

信号線雷

自動点滅器

連動ﾕﾆｯﾄ

外部接点へ

自動点滅器へ

（4入力用）

伝送信号線

電源配線

リモコンスイッチへ

他の盤または照明制御盤へ

EM-FCPEE 1.2-1P

EM-FCPEES 1.2-3P

増幅器

ﾘﾓｺﾝ信号

注記：信号線雷防護ユニットは☆4のSPDがない場合には設置しないこと。

  ﾘﾓｺﾝ信号増幅器は必要に応じて各分電盤結線表に特記する。

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

Ｎ：Ｓ

電灯盤標準結線図
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仮設掃海詰所　換気設備　平面図 仮設掃海詰所　空調設備　平面図

1LP-K

F1

1LP-K

F1

F2

K-1

HEX

1φ100V
0.185kW

K-2

HEX

1φ100V
0.128kW

K-3

HEX

1φ100V
0.185kW

K-4

HEX

1φ100V
0.128kW

K-2

EF

1φ100V
0.0093kW

K-1

EF

1φ100V
0.0093kW

K-3

EF

1φ100V
0.0093kW

K-1-1

EHP

K-1

EHP

3φ200V
1.96kW

K-2

EHP

3φ200V
0.9kW

K-3

EHP

3φ200V
1.96kW

K-2-1

EHP

×2 K-3-1

EHP

×2 K-4-1

EHP

K-4

EHP

1φ100V
0.44kW

1φ200V
0.12kW

1φ200V
0.12kW

1φ200V
0.06kW

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

１：５０

仮設掃海詰所　幹線・動力設備　平面図

344

L

EET

電灯動力分電盤

備  　考記　号 名         　称

凡　例

結線図参照

注記２）

注記１）図中特記なき配管配線サイズは下記とする。

保護管 隠ぺい部：(PF22)

注　記

配管配線施工凡例

隠蔽配管配線

床隠蔽配管配線

天井内配線

露出配管配線

　二重天井の配線は転がし配線とし、壁内・立上げ・ 

　引き下げは適合する配管にて保護すること。EM-EEF2.0-2C

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 1P15A×1　表示灯付

保護管 隠ぺい部：(PF22)EM-EEF2.0-3C

保護管 (G28)EM-CE3.5-4C

EM-EEF2.0-2Cx2 保護管 隠ぺい部：(PF22)

注記３）

注記４）動力設備の配管配線サイズは、動力盤リスト参照とする。
3.5

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×1　接地極接地端子 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付
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※　 ･･･壁ブレース位置を示す。
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※　 ･･･壁ブレース位置を示す。

以降、構内配電線路図参照
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仮設掃海詰所　電灯設備　平面図
仮設掃海詰所　コンセント設備　平面図

1LP-K

301

302

303
304

305

401

1LP-K

306

照明器具姿図

101 102

K-1

WHE

1φ200V
3.1kW

K-2

WHE

1φ100V
0.75kW

５A32

倉庫・作業室

２A32

合羽・作業着室

６A52

掃海員控室

２A32

脱衣室

１C15

便所

１A32

湯沸室

４J10W

外部

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

１：５０

仮設掃海詰所
電灯・コンセント設備　平面図

345

J10W ブラケット　防雨型

パナソニック：YYY44754LE1

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： パネル：

AC

lm以上

Ｗ以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

アルミダイカスト

ＬＥＤ（器具一体形） ３０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＥ

１００

690 85

11.5 12.0

アクリル

φ150　高さ106

以上

防雨型

VA以下

EET EET

EET
EET

EET

EET

WP

L

3

電灯動力分電盤

備  　考記　号 名         　称

凡　例

結線図参照

床用埋込ｺﾝｾﾝﾄ

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×2 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×1　接地極接地端子 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

防水ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)　 　接地端子 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

注記２）

注記１）図中特記なき配管配線サイズは下記とする。

保護管 隠ぺい部：(PF22)

注　記

配管配線施工凡例

隠蔽配管配線

床隠蔽配管配線

天井内配線

露出配管配線

　二重天井の配線は転がし配線とし、壁内・立上げ・ 

　引き下げは適合する配管にて保護すること。EM-EEF2.0-2C

2P15A(E)×2

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

1P15A×1

1P15A×1　表示灯付

1P15A×2

2P20A(E)×1 接地端子200V埋込ｺﾝｾﾝﾄ

保護管 隠ぺい部：(PF22)EM-EEF2.0-3C

保護管 (E19)(G16)

保護管 (E19)(G16)EM-IE2.0×2 E1.6

EM-IE2.0×2

プラグ共

EM-EEF2.0-3C 保護管 (FEP30)

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 3W15A×1

EM-EEF2.0-2Cx2 保護管 隠ぺい部：(PF22)

注記３）
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※　 ･･･壁ブレース位置を示す。
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X1 X2 X3 X4

※　 ･･･壁ブレース位置を示す。

X6 X7 X8 X9 X10

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

定格入力電圧

光束（ＬＥＤの場合は器具光束）・平均演色評価数（Ra）

消費電力・入力容量

材質・仕様

光源種別・ランプ本数・光源の色（色温度）

Ｈｆ安定器種別またはＬＥＤ制御装置（調光）種別

寸法 寸法（ｍｍ）

２）本図の表の記載事項は以下による。

注記

グリーン購入法 摘要　・有　　・無

３）形状および寸法は参考とする。

１）本設計図の照明器具は本図による他、公共施設用照明器具

（JIL5004-2015）の型番の器具による。

その他 その他仕様

記載なき場合は指定がないものとする。

グリーン購入法適用の場合は、グリーン購入法

照明器具における環境物品の判断基準を満足すること。

４）照明器具の消費電力はJIS C 8105-3の測定方法による。

　　※のついた照明器具の消費電力は、一般社団法人日本照明器具工業会

　　のガイド114による。

A52 直付形

公共型番：LSS1-4-48

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： カバー：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

ＬＥＤ（器具一体形）

5,200

31.9

銅板 ポリカーボネート

１００～２４２

83

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

パナソニック　ＸＬＸ４５０ＮＥＮＰＬＥ９

80×1225×50

A32 直付形

公共型番：LSS1-4-30

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： カバー：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

ＬＥＤ（器具一体形）

3,200

20.6

銅板 ポリカーボネート

１００～２４２

83

21.3

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

パナソニック　ＸＬＸ４３０ＮＥＮＰＬＥ９

80×1225×50

C15 ダウンライト

公共型番：LRS1-13

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体・枠： 反射板：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

パナソニック　ＸＮＤ１５６９ＷＮＬＥ９

ＬＥＤ（器具一体形）

1,695

11.6

１００～２４２

85

12.4

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

鋼板 プラスチック

埋込φ150　高さ65

耐塩害



換気設備　平面図 電灯コンセント設備　平面図

F3

307

103

照明器具姿図

K-4

EF

K-5

EF

1φ100V
0.0625kW

1φ100V
0.0832kW

４A32

倉庫１

４A32

倉庫２

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

１：５０

仮設倉庫
電灯・コンセント設備　平面図

346

L

備  　考記　号 名         　称

凡　例

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×2 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

注記２）注記１）図中特記なき配管配線サイズは下記とする。

保護管 隠ぺい部：(PF22)

注　記

配管配線施工凡例

隠蔽配管配線

床隠蔽配管配線

天井内配線

露出配管配線

　二重天井の配線は転がし配線とし、壁内・立上げ・ 

　引き下げは適合する配管にて保護すること。

EM-EEF2.0-2Cﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

1P15A×1

1P15A×1　表示灯付 保護管 隠ぺい部：(PF22)EM-EEF2.0-3C

保護管 (E19)(G16)

保護管 (E19)(G16)EM-IE2.0×2 E1.6

EM-IE2.0×2

EM-EEF2.0-3C 保護管 (FEP30)

EM-IE2.0×2 E1.6 保護管 レースウェイ30x40

EM-EEF2.0-2Cx2 保護管 隠ぺい部：(PF22)

注記３）

金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

金属ﾌﾟﾚｰﾄ付
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Y0

Y3

Y1

Y2

X0 X5X1 X2 X3 X4 X6 X7

Y0

Y3

Y1

Y2

SS303
WP-SUS

以降、構内配電線路図参照

1LP-Kへ

以降、構内配電線路図参照

1LP-Kへ

1LP-Kへ

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

定格入力電圧

光束（ＬＥＤの場合は器具光束）・平均演色評価数（Ra）

消費電力・入力容量

材質・仕様

光源種別・ランプ本数・光源の色（色温度）

Ｈｆ安定器種別またはＬＥＤ制御装置（調光）種別

寸法 寸法（ｍｍ）

２）本図の表の記載事項は以下による。

注記

グリーン購入法 摘要　・有　　・無

３）形状および寸法は参考とする。

１）本設計図の照明器具は本図による他、公共施設用照明器具

（JIL5004-2015）の型番の器具による。

その他 その他仕様

記載なき場合は指定がないものとする。

グリーン購入法適用の場合は、グリーン購入法

照明器具における環境物品の判断基準を満足すること。

４）照明器具の消費電力はJIS C 8105-3の測定方法による。

　　※のついた照明器具の消費電力は、一般社団法人日本照明器具工業会

　　のガイド114による。

A32 直付形

公共型番：LSS1-4-30

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： カバー：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

ＬＥＤ（器具一体形）

3,200

20.6

銅板 ポリカーボネート

１００～２４２

83

21.3

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

パナソニック　ＸＬＸ４３０ＮＥＮＰＬＥ９

80×1225×50



仮設掃海詰所　換気設備　平面図 仮設掃海詰所　空調設備　平面図
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図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

１：５０

仮設掃海詰所
幹線・動力設備　平面図（撤去図）

347

L

EET

電灯動力分電盤

備  　考記　号 名         　称

凡　例

結線図参照

注記２）

注記１）図中特記なき配管配線サイズは下記とする。

保護管 隠ぺい部：(PF22)

注　記

配管配線施工凡例

隠蔽配管配線

床隠蔽配管配線

天井内配線

露出配管配線

　二重天井の配線は転がし配線とし、壁内・立上げ・ 

　引き下げは適合する配管にて保護すること。EM-EEF2.0-2C

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 1P15A×1　表示灯付

保護管 隠ぺい部：(PF22)EM-EEF2.0-3C

保護管 (G28)EM-CE3.5-4C

EM-EEF2.0-2Cx2 保護管 隠ぺい部：(PF22)

注記３）

注記４）動力設備の配管配線サイズは、動力盤リスト参照とする。
3.5

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×1　接地極接地端子 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

※図中、換気設備を撤去する ※図中、空調設備を撤去する
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※　 ･･･壁ブレース位置を示す。
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※　 ･･･壁ブレース位置を示す。

以降、構内配電線路図参照
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仮設掃海詰所　電灯設備　平面図 仮設掃海詰所　コンセント設備　平面図
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照明器具姿図

101 102
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1φ200V
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５A32

倉庫・作業室

２A32

合羽・作業着室

６A52

掃海員控室

２A32

脱衣室

１C15

便所

１A32

湯沸室

４J10W

外部

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

１：５０

仮設掃海詰所
電灯・コンセント設備　平面図（撤去図）

348

J10W ブラケット　防雨型

パナソニック：YYY44754LE1

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： パネル：

AC

lm以上

Ｗ以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

アルミダイカスト

ＬＥＤ（器具一体形） ３０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＥ

１００

690 85

11.5 12.0

アクリル

φ150　高さ106

以上

防雨型

VA以下

EET EET

EET
EET

EET

EET

WP

L

3

電灯動力分電盤

備  　考記　号 名         　称

凡　例

結線図参照

床用埋込ｺﾝｾﾝﾄ

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×2 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×1　接地極接地端子 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

防水ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)　 　接地端子 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

注記２）

注記１）図中特記なき配管配線サイズは下記とする。

保護管 隠ぺい部：(PF22)

注　記

配管配線施工凡例

隠蔽配管配線

床隠蔽配管配線

天井内配線

露出配管配線

　二重天井の配線は転がし配線とし、壁内・立上げ・ 

　引き下げは適合する配管にて保護すること。EM-EEF2.0-2C

2P15A(E)×2

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

1P15A×1

1P15A×1　表示灯付

1P15A×2

2P20A(E)×1 接地端子200V埋込ｺﾝｾﾝﾄ

保護管 隠ぺい部：(PF22)EM-EEF2.0-3C

保護管 (E19)(G16)

保護管 (E19)(G16)EM-IE2.0×2 E1.6

EM-IE2.0×2

プラグ共

EM-EEF2.0-3C 保護管 (FEP30)

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 3W15A×1

EM-EEF2.0-2Cx2 保護管 隠ぺい部：(PF22)

注記３）

※図中、電灯設備を撤去する ※図中、コンセント設備を撤去する

３

３

３

３
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芯
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15375

柱芯

3600
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1
28
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5

2200

合羽・作業着室

2737.5

倉庫・作業室 ｶｰﾃﾝ

脱衣室

便所

湯沸室

掃海員控室

1
/1

80

屋
根
勾

配

1
28
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2200
1
28

7.
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2200
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1
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.
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2
7
3
7
.
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4
5
7
5

柱
芯

柱
芯

3637.5 5400

15375

柱芯

3600

柱芯

1
28

7.
5

2200

合羽・作業着室

2737.5

倉庫・作業室

ｶｰﾃﾝ

脱衣室 便所

湯沸室

掃海員控室

1
/1

80
屋

根
勾

配

1
28

7.
5

2200

1
28

7.
5

2200

US

Y3

Y0

X0 X5

Y1

Y2

X1 X2 X3 X4

※　 ･･･壁ブレース位置を示す。

X6 X7 X8 X9 X10

Y3

Y0

X0 X5

Y1

Y2

X1 X2 X3 X4

※　 ･･･壁ブレース位置を示す。

X6 X7 X8 X9 X10

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

定格入力電圧

光束（ＬＥＤの場合は器具光束）・平均演色評価数（Ra）

消費電力・入力容量

材質・仕様

光源種別・ランプ本数・光源の色（色温度）

Ｈｆ安定器種別またはＬＥＤ制御装置（調光）種別

寸法 寸法（ｍｍ）

２）本図の表の記載事項は以下による。

注記

グリーン購入法 摘要　・有　　・無

３）形状および寸法は参考とする。

１）本設計図の照明器具は本図による他、公共施設用照明器具

（JIL5004-2015）の型番の器具による。

その他 その他仕様

記載なき場合は指定がないものとする。

グリーン購入法適用の場合は、グリーン購入法

照明器具における環境物品の判断基準を満足すること。

４）照明器具の消費電力はJIS C 8105-3の測定方法による。

　　※のついた照明器具の消費電力は、一般社団法人日本照明器具工業会

　　のガイド114による。

A52 直付形

公共型番：LSS1-4-48

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： カバー：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

ＬＥＤ（器具一体形）

5,200

31.9

銅板 ポリカーボネート

１００～２４２

83

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

パナソニック　ＸＬＸ４５０ＮＥＮＰＬＥ９

80×1225×50

A32 直付形

公共型番：LSS1-4-30

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： カバー：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

ＬＥＤ（器具一体形）

3,200

20.6

銅板 ポリカーボネート

１００～２４２

83

21.3

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

パナソニック　ＸＬＸ４３０ＮＥＮＰＬＥ９

80×1225×50

C15 ダウンライト

公共型番：LRS1-13

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体・枠： 反射板：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

パナソニック　ＸＮＤ１５６９ＷＮＬＥ９

ＬＥＤ（器具一体形）

1,695

11.6

１００～２４２

85

12.4

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

鋼板 プラスチック

埋込φ150　高さ65

耐塩害



換気設備　平面図 電灯コンセント設備　平面図

F3

307

103

照明器具姿図

K-4

EF

K-5

EF

1φ100V
0.0625kW

1φ100V
0.0832kW

４A32

倉庫１

４A32

倉庫２

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

１：５０

仮設倉庫
電灯・コンセント設備　平面図（撤去図）

349

L

備  　考記　号 名         　称

凡　例

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×2 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

注記２）注記１）図中特記なき配管配線サイズは下記とする。

保護管 隠ぺい部：(PF22)

注　記

配管配線施工凡例

隠蔽配管配線

床隠蔽配管配線

天井内配線

露出配管配線

　二重天井の配線は転がし配線とし、壁内・立上げ・ 

　引き下げは適合する配管にて保護すること。

EM-EEF2.0-2Cﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ

1P15A×1

1P15A×1　表示灯付 保護管 隠ぺい部：(PF22)EM-EEF2.0-3C

保護管 (E19)(G16)

保護管 (E19)(G16)EM-IE2.0×2 E1.6

EM-IE2.0×2

EM-EEF2.0-3C 保護管 (FEP30)

EM-IE2.0×2 E1.6 保護管 レースウェイ30x40

EM-EEF2.0-2Cx2 保護管 隠ぺい部：(PF22)

注記３）

金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

※図中、換気設備を撤去する ※図中、電灯コンセント設備を撤去する

L L

10875

柱芯 柱芯

1/
18

0
屋
根

勾
配 54

7
5

柱
芯

柱
芯

倉庫1 倉庫2

10875

柱芯 柱芯

1/
18

0
屋
根

勾
配 54

7
5

柱
芯

柱
芯

倉庫1 倉庫2

X0 X5X1 X2 X3 X4 X6 X7

Y0

Y3

Y1

Y2

X0 X5X1 X2 X3 X4 X6 X7

Y0

Y3

Y1

Y2

SS303
WP-SUS

以降、構内配電線路図参照

1LP-Kへ

以降、構内配電線路図参照

1LP-Kへ

1LP-Kへ

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

定格入力電圧

光束（ＬＥＤの場合は器具光束）・平均演色評価数（Ra）

消費電力・入力容量

材質・仕様

光源種別・ランプ本数・光源の色（色温度）

Ｈｆ安定器種別またはＬＥＤ制御装置（調光）種別

寸法 寸法（ｍｍ）

２）本図の表の記載事項は以下による。

注記

グリーン購入法 摘要　・有　　・無

３）形状および寸法は参考とする。

１）本設計図の照明器具は本図による他、公共施設用照明器具

（JIL5004-2015）の型番の器具による。

その他 その他仕様

記載なき場合は指定がないものとする。

グリーン購入法適用の場合は、グリーン購入法

照明器具における環境物品の判断基準を満足すること。

４）照明器具の消費電力はJIS C 8105-3の測定方法による。

　　※のついた照明器具の消費電力は、一般社団法人日本照明器具工業会

　　のガイド114による。

A32 直付形

公共型番：LSS1-4-30

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： カバー：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

ＬＥＤ（器具一体形）

3,200

20.6

銅板 ポリカーボネート

１００～２４２

83

21.3

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

パナソニック　ＸＬＸ４３０ＮＥＮＰＬＥ９

80×1225×50



１：５００

構内配電線路図

EPS

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

350

1LP-K

EM-EEF2.0-3C(FEP30)×3

電灯幹線：EM-CET60 E5.5(FEP80)
動力幹線：EM-CET22 (FEP50)

(建築工事)
仮設掃海詰所

仮設倉庫
(建築工事)

既存キュービクル



Ｎ

幹線・ 動力設備　 平面図 S=1/50 電灯設備　 平面図 S=1/50

昇降装置制御盤 昇降装置制御盤

110

111
111

Ｓ

以降、揚降装置　平面図(2)参照

Ｓ

+0. 06（ L. W. L）

+6. 32（ H. H. W. L）

+3. 87（ H. W. L）

+2. 88（ 競走用水面）
W. L

+5. 45( =T. P. 3. 55)

設計水深+0. 80

+1. 48

計画水深+1. 30

+4. 20

1-8
x2

1-45
x2

1φ100V
0.065kW

1φ100V
0.08kW

SFEF

機械室

４A52

１０K1200W

図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

１：５０

揚降装置　平面図（１）

351
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Ｂ詳細図

2L-1へ

2L-1へ
L 2L-1へ

Y3Y2Y1

YB

YA

Y3Y2Y1

YB

YA

Y5 Y4 Y3

Y3 Y4 Y5

YB YA YBYA

揚降装置機械室
FL±0

B
B'

A

A'

▲護岸先端

（
19

0×
21

）

1

5

10

15

20

22

FL-100

揚降装置機械室
FL±0

B
B'

A

A'

▲護岸先端

（
19

0×
21

）

1

5

10

15

20

22

FL-100

東側立面図 S=1/100 北側立面図 S=1/100南側立面図 S=1/100

▼WL

▼地盤面 ▼水中GL

▼1FL

▼競技部棟1FL

▼パラペット 天端▼最高高さ

▲水上梁天端▲最高の軒の高さ

競走水面

▼地盤面

▼揚降装置機械室FL

▼水中GL

1

20

15

10

5

22

（ 190×21）

▼揚降アクセス桟橋FL
▲+5. 45(=T. P. 3. 55)

▲+10. 28( =T. P. 8. 38)

▲設計GL

西側立面図 S=1/100

▼競技部棟1FL

▲設計GL

手摺子:

笠木:

支柱:

St FB-9x44

【階段手摺詳細　A1:S=1/30】

St FB-16x50@600

St FB-12x50

St FB-6x32@150

ササラPL-16ｘ250

押出成形セメント 板t60 w600 ヨコ貼　

押出成形セメント 板t60 w600 ヨコ貼　

竪樋： 塩ビVPφ100(カラー)
　 　 　 掴み金具： SUS製@1200

竪樋： 塩ビVPφ100(カラー)
　 　 　 掴み金具： SUS製@1200

ケラバ包み： 屋根と同材

棟包み： 屋根と同材

ECPt60横張の上フッ素樹脂塗装 押出成形セメント 板t60 w600 ヨコ貼　

竪樋： 塩ビVPφ100(カラー)
　 　 　 掴み金具： SUS製@1200

柱： 溶融亜鉛メッキ

柱： 溶融亜鉛メッキ

柱： 溶融亜鉛メッキ

軒樋： 塩ビ製 前高130W

屋根： ガルバリウムカラー鋼板
嵌合角ハゼ折板ｔ ＝0. 5葺き　 Ｈ＝145棟包み： 屋根と同材

※鉄部は全て溶融亜鉛メ ッキとする。

鋼製建具: 親子開き扉

押出成形セメント 板t60 w600 ヨコ貼　

床： CPL-4. 5

アルミ 笠木（ 既製品） W500 

踏面： CPL-4. 5

換気扇(設備工事)×2
換気扇(設備工事)×2

(油圧ユニット ) (油圧ユニット )

下部梁

マシンセンタ

点検口: 1525×850 点検口: 1525×850

制御盤

下部梁

(油圧ユニット ) (油圧ユニット )制御盤

下部梁

マシンセンタ

点検口: 1525×850 点検口: 1525×850

制御盤

下部梁

制御盤

1： 2. 0 1：
2. 0

揚降装置基礎

浚渫範囲 ※
12

0
0
（

提
供

資
料

よ
り

）

注記１）図中特記なき配管配線サイズは下記とする。

注　記

　二重天井の配線は転がし配線とし、壁内・立上げ・ 

　引き下げは適合する配管にて保護すること。

保護管 (E19)(G16)

保護管 (E19)(G16)EM-IE2.0×2 E1.6

EM-IE2.0×2

注記３）

注記２）

注記１）図中特記なき配管配線サイズは下記とする。

注　記

配管配線施工凡例

隠蔽配管配線

床隠蔽配管配線

天井内配線

露出配管配線

　二重天井の配線は転がし配線とし、壁内・立上げ・ 

　引き下げは適合する配管にて保護すること。

注記３）

EM-IE2.0×2

EM-IE2.0×2 E1.6

保護管

保護管

(E19)(G16)

(E19)(G16)

注記２）配管配線施工凡例

隠蔽配管配線

床隠蔽配管配線

天井内配線

露出配管配線

備  　考記　号 名         　称

凡　例

結線図参照

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×2 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 1P15A×1

備  　考記　号 名         　称

凡　例

ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ 1P15A×1　表示灯付

壁付ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A(E)×1　接地極接地端子 金属ﾌﾟﾚｰﾄ付

手元開閉器　MCCB2P50/30A

L



照明器具姿図
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図 面 名

工 事 名

縮　　尺 図面番号

下関市ボートレース企業局

ボートレース下関新競技棟連絡橋及び水域施設設置工事

１：２００

揚降装置　平面図（２）

352

K1200W ライン照明　防湿・防雨形

光源・色

安定器

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

寸法

グリーン購入法

その他

間接照明  EFX9838S

本体：

AC

lm以上

Ｗ以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

アクリル

ＬＥＤ（器具一体形） ２７００Ｋ～６５００Ｋ（調色）

ＬＥＤ制御装置：ＬＥ

１００～２４２

2842 82

20.7 21.2

32×1210×47

以上

無線調光・調色

VA以下

1P-2へ

SS555
WP-SUS

SS555
WP-SUS

配管のみ本工事

別途工事

※揚降装置の試験調整のため

　仮設電源（発電機等）を見込むこと。

SS555
WP-SUS

1P-2

揚降装置平面図参照

As

1

20

5

22

10

15

歩
道

3
ｍ

8743.0
EM-EEF2.0-3C(G22)×2

EM-CET14,E8(G42)×2

EM-EEF2.0-3C(G22)×2

EM-CET14,E8(G42)×2

以降別途工事以降別途工事

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

定格入力電圧

光束（ＬＥＤの場合は器具光束）・平均演色評価数（Ra）

消費電力・入力容量

材質・仕様

光源種別・ランプ本数・光源の色（色温度）

Ｈｆ安定器種別またはＬＥＤ制御装置（調光）種別

寸法 寸法（ｍｍ）

２）本図の表の記載事項は以下による。

注記

グリーン購入法 摘要　・有　　・無

３）形状および寸法は参考とする。

１）本設計図の照明器具は本図による他、公共施設用照明器具

（JIL5004-2015）の型番の器具による。

その他 その他仕様

記載なき場合は指定がないものとする。

グリーン購入法適用の場合は、グリーン購入法

照明器具における環境物品の判断基準を満足すること。

４）照明器具の消費電力はJIS C 8105-3の測定方法による。

　　※のついた照明器具の消費電力は、一般社団法人日本照明器具工業会

　　のガイド114による。

A52 直付形

公共型番：LSS1-4-48

定格電圧

光束・Ra

電力

材質

光源・色

安定器

寸法

その他

グリーン購入法

本体： カバー：

AC

lm以上

Ｗ以下 VA以下

Ra：

消費： 入力：

摘要　・有　　・無

Ｖ

以上

ＬＥＤ（器具一体形）

5,200

31.9

銅板 ポリカーボネート

１００～２４２

83

５０００Ｋ

ＬＥＤ制御装置：ＬＮ

パナソニック　ＸＬＸ４５０ＮＥＮＰＬＥ９

80×1225×50


